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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明支持体上に、少なくとも以下に示す（Ａ）～（Ｄ）を含有する組成物から形成され
る帯電防止層を少なくとも１層有する光学フィルム。
　（Ａ）共役高分子である導電性ポリマー
　（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマー
　（Ｃ）下記化合物（１）、及び下記化合物（２）から選ばれる少なくとも１種の化合物
　（Ｄ）光重合開始剤
　・化合物（１）：下記一般式（１）で表される化合物
【化１】

　〔一般式（１）中、Ｙは、炭素原子、ヘテロ原子、置換又は無置換の、アミノ基に由来
する基、アルキル基に由来する基、アシル基に由来する基、アリール基に由来する基、ア
ルコキシ基に由来する基、アリールオキシ基に由来する基、ヘテロアリール基に由来する
基からなる群より選ばれるｍ価の基を表す。Ｌは、単結合、置換又は無置換の、２価の炭
化水素基、２価のヘテロ原子、又はイミノ基を表す。ｍは２以上の整数を表す。〕
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　・化合物（２）：一般式（２－２）で表される化合物
【化２】

　〔一般式（２－２）中、Ｒ２１及びＲ２２は、各々独立に、水素原子、置換又は無置換
のアルキル基、アリール基、ヘテロアリール基、アルコキシ基、又はアリールオキシ基で
ある。〕
【請求項２】
　前記光学フィルムの表面抵抗率ＳＲ（Ω／ｓｑ）の常用対数値（ＬｏｇＳＲ）が６～１
２の範囲である、請求項１に記載の光学フィルム。
【請求項３】
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリチオフェン、ポリアニリン、ポリピロール、及びそ
れらの誘導体の少なくともいずれかを含む、請求項１又は２に記載の光学フィルム。
【請求項４】
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリチオフェン及びその誘導体の少なくともいずれかを
含む、請求項１又は２に記載の光学フィルム。
【請求項５】
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリ（３，４－エチレンジオキシ）チオフェンを含む、
請求項１又は２に記載の光学フィルム。
【請求項６】
　更に、（Ａ）前記導電性ポリマーのドーパントとしてポリスチレンスルホン酸を含有す
る、請求項１～５のいずれか１項に記載の光学フィルム。
【請求項７】
　前記化合物（１）がホスホン酸化合物である、請求項１～６のいずれか１項に記載の光
学フィルム。
【請求項８】
　前記（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマーの重合性基が、置換又は無置換の
、アクリロイル基、メタアクリロイル基、及び－Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２から選ばれるい
ずれかの基である、請求項１～７のいずれか１項に記載の光学フィルム。
【請求項９】
　前記組成物が更に（Ｆ）フッ素系又はシリコーン系の界面活性剤を含有する、請求項１
～８のいずれか１項に記載の光学フィルム。
【請求項１０】
　前記（Ｃ）成分として、前記化合物（１）と前記化合物（２）とを含有する、請求項１
～９のいずれか１項に記載の光学フィルム。
【請求項１１】
　前記帯電防止層が、平均粒子経０．５～２０μｍ（体積基準）の透光性粒子を含有する
、請求項１～１０のいずれか１項に記載の光学フィルム。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の光学フィルムの帯電防止層上に直接又は他の層
を介して低屈折率層を有する、反射防止フィルム。
【請求項１３】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の光学フィルム又は請求項１２に記載の反射防止
フィルムを偏光板用保護フィルムとして用いた偏光板。
【請求項１４】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の光学フィルム、請求項１２に記載の反射防止フ



(3) JP 5380211 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

ィルム又は請求項１３に記載の偏光板をディスプレイの最表面に有する、画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、帯電防止層を有する光学フィルム、光学フィルムを用いた偏光板及び、前記
光学フィルム又は前記偏光板をディスプレイの最表面に用いた画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光学、精密機械、建材、家電等の分野においては、埃付着、電気回路故障等を防止する
ことを目的として、帯電防止能を有するフィルムを貼付することが有用であるとされてい
る。とりわけ、家電分野においては、陰極管表示装置（ＣＲＴ）、プラズマディスプレイ
（ＰＤＰ）、エレクトロルミネッセンスディスプレイ（ＥＬＤ）や液晶表示装置（ＬＣＤ
）のような画像表示装置に施される保護フィルムに対して、防塵性やパネル加工時の故障
対策の観点から帯電防止性が要求されている。
【０００３】
　上記のような画像表示装置の保護フィルムは、帯電防止性に加えて、防眩性、反射防止
性、ハードコート性、防汚性等の様々な機能が必要とされる場合があり、これらの機能を
両立させることが重要である。
　画像表示装置に使用される光学フィルムに帯電防止性能を付与する方法として、従来、
導電性の無機金属酸化物粒子を有機バインダー中に分散させた層を備えた反射防止フィル
ムが知られている（特許文献１参照）。しかしながら、光学フィルムで無機金属酸化物粒
子を用いた場合、従来一般的に用いられている導電性粒子の屈折率が１．６～２．２程度
と高いことから、これらの粒子を含有する層の屈折率が上がってしまう。層の屈折率が上
がってしまうと、隣接層との屈折率の違いにより意図せぬ干渉ムラが生じたり、反射色の
色味が強くなるなどの問題が生じたりする。
【０００４】
　一方、無機酸化物粒子に代わる導電性材料として導電性ポリマーが知られている。例え
ば、導電性ポリマーとしては、ポリアニオンを含むポリチオフェンが開発され、これを用
いた導電性膜を形成する技術が開示されている（特許文献２）。この導電性膜は屈折率が
無機微粒子含有帯電防止膜に比べて高くないが導電性ポリマーの単独膜であるため、被膜
強度が弱く保護フィルム用途としては問題があった。
【０００５】
　この問題に対して導電性ポリマーと硬化性バインダーからなる塗膜が開示されている（
特許文献３、４）。しかしながら、これらの技術においては、耐光性、耐熱性、耐湿熱性
といった耐久性、とりわけ耐光性が悪く、光照射により導電性が大幅に悪化するという問
題があった。
【０００６】
　一方、耐湿熱性向上のために導電性ポリマーとして、芳香族環に２個以上のヒドロキシ
基が結合したヒドロキシ基含有芳香族性化合物を混合して使用することが提案されている
（特許文献５）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００５－１９６１２２号公報
【特許文献２】欧州特許第４４０９５７号明細書
【特許文献３】特開２００４－９１６１８号公報
【特許文献４】特開２００６－１７６６８１号公報
【特許文献５】特開２００６－１３１８７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００８】
　しかしながら、上記特許文献５の技術においては、ラジカル重合によって硬化させる一
般的なハードコート材料と導電性高分子を組み合わせて用いる際に、前記ヒドロキシ基含
有芳香族性化合物がラジカルトラップ剤として働き、重合が阻害されて塗膜の硬化が進ま
ない場合があることがわかった。
【０００９】
　とりわけ硬化性バインダーと導電性ポリマーを混合して導電性ポリマーの密度が低い塗
膜では耐光性の悪化が顕著であり、導電性と塗膜の硬度、透過率を満足させることは困難
であった。具体的には導電性ポリマーの含有量が少ないと耐久性が悪く、含有量を増加さ
せると塗膜の硬度低下や着色による透過率低下の問題があり改良が必要であることがわか
った。
【００１０】
　本発明は上記課題に鑑みなされたものであり、その目的は、被膜強度が強く、ハードコ
ート性、透明性、帯電防止性に優れ、かつ耐熱性、耐湿熱性、耐光性に優れた帯電防止層
を備えた光学フィルムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、上記課題を解消すべく鋭意検討した結果、導電性ポリマー、硬化性モノ
マーの混合物に、以下で述べる本発明の化合物（Ｃ）併用することにより前記課題を解決
し目的を達成しうることを知見し、本発明を完成するに至った。
＜１＞
　透明支持体上に、少なくとも以下に示す（Ａ）～（Ｄ）を含有する組成物から形成され
る帯電防止層を少なくとも１層有する光学フィルム。
　（Ａ）共役高分子である導電性ポリマー
　（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマー
　（Ｃ）下記化合物（１）、及び下記化合物（２）から選ばれる少なくとも１種の化合物
　（Ｄ）光重合開始剤
　・化合物（１）：下記一般式（１）で表される化合物

【化１０１】

　〔一般式（１）中、Ｙは、炭素原子、ヘテロ原子、置換又は無置換の、アミノ基に由来
する基、アルキル基に由来する基、アシル基に由来する基、アリール基に由来する基、ア
ルコキシ基に由来する基、アリールオキシ基に由来する基、ヘテロアリール基に由来する
基からなる群より選ばれるｍ価の基を表す。Ｌは、単結合、置換又は無置換の、２価の炭
化水素基、２価のヘテロ原子、又はイミノ基を表す。ｍは２以上の整数を表す。〕
　・化合物（２）：一般式（２－２）で表される化合物
【化１０２】

　〔一般式（２－２）中、Ｒ２１及びＲ２２は、各々独立に、水素原子、置換又は無置換
のアルキル基、アリール基、ヘテロアリール基、アルコキシ基、又はアリールオキシ基で
ある。〕
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＜２＞
　前記光学フィルムの表面抵抗率ＳＲ（Ω／ｓｑ）の常用対数値（ＬｏｇＳＲ）が６～１
２の範囲である、＜１＞に記載の光学フィルム。
＜３＞
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリチオフェン、ポリアニリン、ポリピロール、及びそ
れらの誘導体の少なくともいずれかを含む、＜１＞又は＜２＞に記載の光学フィルム。
＜４＞
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリチオフェン及びその誘導体の少なくともいずれかを
含む、＜１＞又は＜２＞に記載の光学フィルム。
＜５＞
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリ（３，４－エチレンジオキシ）チオフェンを含む、
＜１＞又は＜２＞に記載の光学フィルム。
＜６＞
　更に、（Ａ）前記導電性ポリマーのドーパントとしてポリスチレンスルホン酸を含有す
る、＜１＞～＜５＞のいずれか１項に記載の光学フィルム。
＜７＞
　前記化合物（１）がホスホン酸化合物である、＜１＞～＜６＞のいずれか１項に記載の
光学フィルム。
＜８＞
　前記（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマーの重合性基が、置換又は無置換の
、アクリロイル基、メタアクリロイル基、及び－Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２から選ばれるい
ずれかの基である、＜１＞～＜７＞のいずれか１項に記載の光学フィルム。
＜９＞
　前記組成物が更に（Ｆ）フッ素系又はシリコーン系の界面活性剤を含有する、＜１＞～
＜８＞のいずれか１項に記載の光学フィルム。
＜１０＞
　前記（Ｃ）成分として、前記化合物（１）と前記化合物（２）とを含有する、＜１＞～
＜９＞のいずれか１項に記載の光学フィルム。
＜１１＞
　前記帯電防止層が、平均粒子経０．５～２０μｍ（体積基準）の透光性粒子を含有する
、＜１＞～＜１０＞のいずれか１項に記載の光学フィルム。
＜１２＞
　＜１＞～＜１１＞のいずれか１項に記載の光学フィルムの帯電防止層上に直接又は他の
層を介して低屈折率層を有する、反射防止フィルム。
＜１３＞
　＜１＞～＜１１＞のいずれか１項に記載の光学フィルム又は＜１２＞に記載の反射防止
フィルムを偏光板用保護フィルムとして用いた偏光板。
＜１４＞
　＜１＞～＜１１＞のいずれか１項に記載の光学フィルム、＜１２＞に記載の反射防止フ
ィルム又は＜１３＞に記載の偏光板をディスプレイの最表面に有する、画像表示装置。
　本発明は、上記＜１＞～＜１４＞に関するものであるが、その他の事項（たとえば下記
［１］～［１８］に記載した事項など）についても参考のために記載した。
【００１２】
［１］
　透明支持体上に、少なくとも以下に示す（Ａ）～（Ｄ）を含有する組成物から形成され
る帯電防止層を少なくとも１層有する光学フィルム。
　（Ａ）導電性ポリマー
　（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマー
　（Ｃ）下記化合物（１）、下記化合物（２）及び下記化合物（３）から選ばれる少なく
とも１種の化合物
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　（Ｄ）光重合開始剤
　・化合物（１）：下記一般式（１）で表される化合物
【００１３】
【化１】

【００１４】
〔一般式（１）中、Ｙは、水素原子、炭素原子、ヘテロ原子、ヒドロキシ基、メルカプト
基、置換又は無置換の、アミノ基に由来する基、アルキル基に由来する基、アシル基に由
来する基、アリール基に由来する基、アルコキシ基に由来する基、アリールオキシ基に由
来する基、ヘテロアリール基に由来する基からなる群より選ばれるｍ価の基を表す。Ｌは
、単結合、置換又は無置換の、２価の炭化水素基、２価のヘテロ原子、又はイミノ基を表
す。ｍは１以上の整数を表す。〕
　・化合物（２）：一般式（２）で表される化合物
【００１５】
【化２】

【００１６】
〔一般式（２）中、Ｒ１は、水素原子、アルキル基、アシル基、アリール基、アルコキシ
基、アリールオキシ基又はヘテロアリール基を表す。Ｒ２は、水素原子、アルキル基、ア
リール基、ヘテロアリール基又はスルホニル基を表す。アルキル基、アシル基、アリール
基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヘテロアリール基、スルホニル基は、置換基を有
していてもよい。〕
　・化合物（３）：３価のリン化合物
【００１７】
［２］
　前記光学フィルムの表面抵抗率ＳＲ（Ω／ｓｑ）の常用対数値（ＬｏｇＳＲ）が６～１
２の範囲である、上記［１］に記載の光学フィルム。
［３］
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリチオフェン、ポリアニリン、ポリピロール、及びそ
れらの誘導体の少なくともいずれかを含む、上記［１］又は［２］に記載の光学フィルム
。
［４］
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリチオフェン及びその誘導体の少なくともいずれかを
含む、上記［１］又は［２］に記載の光学フィルム。
［５］
　前記（Ａ）導電性ポリマーが、ポリ（３，４－エチレンジオキシ）チオフェンを含む、
上記［１］又は［２］に記載の光学フィルム。
［６］
　更に、（Ａ）前記導電性ポリマーのドーパントとしてポリスチレンスルホン酸を含有す
る、上記［１］～［５］のいずれか１項に記載の光学フィルム。
［７］
　前記化合物（１）がホスホン酸化合物である、上記［１］～［６］のいずれか１項に記
載の光学フィルム。
［８］
　前記一般式（１）において、ｍが２以上の整数である、上記［１］～［７］のいずれか
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１項に記載の光学フィルム。
［９］
　前記一般式（２）で表される化合物が、ヒドロキサム酸化合物及びヒドロキシアミン化
合物からなる群より選択される少なくとも１つの化合物を含む、上記［１］～［８］のい
ずれか１項に記載の光学フィルム。
［１０］
　前記化合物（３）：３価のリン化合物が、下記一般式（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＩＩＩ）又
は（ＩＶ）で表される化合物である、上記［１］～［９］のいずれか１項に記載の光学フ
ィルム。
【００１８】
【化３】

【００１９】
〔一般式（Ｉ）、（II）、（III）及び（IV）中、Ｒ１，Ｒ２，Ｒ３，Ｒ４，Ｒ５，Ｒ６

，Ｒ７，Ｒ８，Ｒ９，Ｒ１０，Ｒ１１及びＲ１２は、各々独立に、水素原子、置換又は無
置換のアルキル基、置換又は無置換のアリール基、又は置換又は無置換のヘテロアリール
基を表す。〕
【００２０】
［１１］
　前記（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマーの重合性基が、置換又は無置換の
、アクリロイル基、メタアクリロイル基、及び－Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２から選ばれるい
ずれかの基である、上記［１］～［１０］のいずれか１項に記載の光学フィルム。
［１２］
　前記組成物が更に（Ｆ）フッ素系又はシリコーン系の界面活性剤を含有する、上記［１
］～［１１］のいずれか１項に記載の光学フィルム。
［１３］
　前記（Ｃ）成分として、前記化合物（１）と前記化合物（２）とを含有する、上記［１
］～［１２］のいずれか１項に記載の光学フィルム。
［１４］
　前記（Ｃ）成分として、前記化合物（１）と前記化合物（３）とを含有する、上記［１
］～［１３］のいずれか１項に記載の光学フィルム。
［１５］
　前記帯電防止層が、平均粒子経０．５～２０μｍ（体積基準）の透光性粒子を含有する
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、上記［１］～［１４］のいずれか１項に記載の光学フィルム。
［１６］
　上記［１］～［１５］のいずれかに記載の光学フィルムの帯電防止層上に直接又は他の
層を介して低屈折率層を有する、反射防止フィルム。
［１７］
　上記［１］～［１５］のいずれかに記載の光学フィルム又は上記［１６］に記載の反射
防止フィルムを偏光板用保護フィルムとして用いた偏光板。
［１８］
　上記［１］～［１５］のいずれかに記載の光学フィルム、上記［１６］に記載の反射防
止フィルム又は上記［１７］に記載の偏光板をディスプレイの最表面に有する、画像表示
装置。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、被膜強度が強く、ハードコート性、透明性、帯電防止性に優れ、かつ
耐熱性、耐湿熱性、耐光性に優れた帯電防止層を備えた光学フィルム及び反射防止フィル
ム、これを用いた偏光板、並びに画像表示装置を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明について詳しく説明する。
　本発明の光学フィルムは、透明支持体上に、少なくとも以下に示す（Ａ）～（Ｄ）を含
有する組成物から形成される帯電防止層を少なくとも１層有する。より具体的には、下記
（Ａ）～（Ｄ）成分を含有する塗布組成物を透明支持体上に塗布し、硬化させることによ
って形成することができる。
　（Ａ）導電性ポリマー
　（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマー
　（Ｃ）下記化合物（１）、下記化合物（２）及び下記化合物（３）から選ばれる少なく
とも１種の化合物
　（Ｄ）光重合開始剤
　・化合物（１）：下記一般式（１）で表される化合物
【００２３】
【化４】

【００２４】
〔一般式（１）中、Ｙは、水素原子、炭素原子、ヘテロ原子、ヒドロキシ基、メルカプト
基、置換又は無置換の、アミノ基に由来する基、アルキル基に由来する基、アシル基に由
来する基、アリール基に由来する基、アルコキシ基に由来する基、アリールオキシ基に由
来する基、ヘテロアリール基に由来する基からなる群より選ばれるｍ価の基を表す。Ｌは
、単結合、置換又は無置換の、２価の炭化水素基、２価のヘテロ原子、又はイミノ基を表
す。ｍは１以上の整数を表す。〕
　・化合物（２）：一般式（２）で表される化合物
【００２５】

【化５】

【００２６】
〔一般式（２）中、Ｒ１は、水素原子、アルキル基、アシル基、アリール基、アルコキシ
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基、アリールオキシ基又はヘテロアリール基を表す。Ｒ２は、水素原子、アルキル基、ア
リール基、ヘテロアリール基又はスルホニル基を表す。アルキル基、アシル基、アリール
基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヘテロアリール基、スルホニル基は、置換基を有
していてもよい。〕
　・化合物（３）：３価のリン化合物
　以下、本発明における帯電防止層に含まれる各成分について説明する。
【００２７】
〔（Ａ）導電性ポリマー〕
　まず、本発明の光学フィルムに用いることのできる導電性ポリマーについて説明する。
　本発明に用いられる導電性ポリマーとは、１０－６Ｓ・ｃｍ－１以上の導電性を示すポ
リマーをいい、これに該当する高分子化合物であれば、いずれのものも使用することがで
きる。より好ましくは、１０－１Ｓ・ｃｍ－１以上の導電性を有する高分子化合物である
。
【００２８】
　導電性ポリマーは、好ましくは芳香族炭素環又は芳香族ヘテロ環を、単結合又は二価以
上の連結基で連結した非共役高分子又は共役高分子である。非共役高分子又は共役高分子
における前記芳香族炭素環としては、例えばベンゼン環が挙げられ、更に縮環を形成して
もよい。非共役高分子又は共役高分子における前記芳香族ヘテロ環としては、例えばピリ
ジン環、ビラジン環、ピリミジン環、ピリダジン環、トリアジン環、オキサゾール環、チ
アゾール環、イミダゾール環、オキサジアゾール環、チアジアゾール環、トリアゾール環
、テトラゾール環、フラン環、チオフェン環、ピロール環、インドール環、カルバゾール
環、ペンゾイミダゾール環、イミダゾピリジン環などが挙げられ、更に縮環を形成しても
よく、置換基を有してもよい。
【００２９】
　また、非共役高分子又は共役高分子における前記二価以上の連結基としては、炭素原子
、珪素原子、窒素原子、硼素原子、酸素原子、硫黄原子、金属、金属イオンなどで形成さ
れる連結基が挙げられる。好ましくは、炭素原子、窒素原子、珪素原子、硼素原子、酸素
原子、硫黄原子及びこれらの組み合わせから形成される基であり、組み合わせにより形成
される基としては、置換若しくは無置換のメチレン基、カルボニル基、イミノ基、スルホ
ニル基、スルフィニル基、エステル基、アミド基、シリル基などが挙げられる。
【００３０】
　導電性ポリマーとしては、具体的には、置換又は非置換の導電性ポリアニリン、ポリパ
ラフェニレン、ポリパラフェニレンビニレン、ポリチオフェン、ポリフラン、ポリピロー
ル、ポリセレノフェン、ポリイソチアナフテン、ポリフェニレンスルフィド、ポリアセチ
レン、ポリピリジルビニレン、ポリアジン、又はこれらの誘導体等が挙げられる。これら
は１種のみを用いてもよく、また、目的に応じて２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３１】
　また、所望の導電性を達成できる範囲であれば、導電性を有しない他のポリマーとの混
合物として用いることもでき、導電性ポリマーを構成し得るモノマーと導電性を有しない
他のモノマーとのコポリマーも用いることができる。
【００３２】
　導電性ポリマーとしては、共役高分子であることが更に好ましい。共役高分子の例とし
ては、ポリアセチレン、ポリジアセチレン、ポリ（パラフェニレン）、ポリフルオレン、
ポリアズレン、ポリ（パラフェニレンサルファイド）、ポリピロール、ポリチオフェン、
ポリイソチアナフテン、ポリアニリン、ポリ（パラフェニレンビニレン）、ポリ（２，５
－チエニレンビニレン）、複鎖型共役系高分子（ポリペリナフタレンなど）、金属フタロ
シアニン系高分子、その他共役系高分子（ポリ（パラキシリレン）、ポリ［α－（５，５
’－ビチオフェンジイル）ベンジリデン］など）、又はこれらの誘導体等が挙げられる。
　好ましくはポリ（パラフェニレン）、ポリピロール、ポリチオフェン、ポリアニリン、
ポリ（パラフェニレンビニレン）、ポリ（２，５－チエニレンビニレン）が挙げられ、よ
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り好ましくはポリチオフェン、ポリアニリン、ポリピロール又はこれらの誘導体、更に好
ましくはポリチオフェン及びその誘導体の少なくともいずれかが挙げられる。
　これら共役高分子は置換基を有していてもよい。これらの共役高分子が有する置換基と
しては、後述の一般式（Ｉ）においてＲ１１として説明する置換基を挙げることができる
。
【００３３】
　特に、導電性ポリマーが下記一般式（Ｉ）で表される部分構造を有すること（即ちポリ
チオフェン及びその誘導体であること）が、高い透明性と帯電防止性を両立した光学フィ
ルムを得るという観点から好ましい。
【００３４】
【化６】

【００３５】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ１１は置換基を表し、ｍ１１は０～２の整数を表す。ｍ１１が２を
表すとき、複数のＲ１１は互いに同一であっても異なってもよく、互いに連結して環を形
成してもよい。ｎ１１は１以上の整数を表す。
【００３６】
　Ｒ１１で表される置換基としては、アルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ま
しくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメチル、エチル、ｉ
ｓｏ－プロピル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－オクチル、ｎ－デシル、ｎ－ヘキサデシル、シ
クロプロピル、シクロペンチル、シクロヘキシルなどが挙げられる。）、アルケニル基（
好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～
８であり、例えばビニル、アリル、２－ブテニル、３－ペンテニル、２－ヘキセニル、３
－ヘキセニル、４－ヘキセニル、２－オクテニルなどが挙げられる。）、アルキニル基（
好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～
８であり、例えばプロパルギル、３－ペンチニルなどが挙げられる。）、アリール基（好
ましくは炭素数６～３０、より好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数６～１
２であり、例えばフェニル、ｐ－メチルフェニル、ナフチルなどが挙げられる。）、アミ
ノ基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１０、特に好ましくは炭素
数０～６であり、例えばアミノ、メチルアミノ、ジメチルアミノ、ジエチルアミノ、ジベ
ンジルアミノ、ジフェニルアミノなどが挙げられる。）、
【００３７】
アルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特に好まし
くは炭素数１～８であり、例えばメトキシ、エトキシ、ブトキシ、ヘキシルオキシ、オク
チルオキシなどが挙げられる。）、アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～２０、より
好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニルオキ
シ、２－ナフチルオキシなどが挙げられる。）、アシル基（好ましくは炭素数１～２０、
より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばアセチル
、ベンゾイル、ホルミル、ピバロイルなどが挙げられる。）、アルコキシカルボニル基（
好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～
１２であり、例えばメトキシカルボニル、エトキシカルボニルなどが挙げられる。）、ア
リールオキシカルボニル基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６
、特に好ましくは炭素数７～１０であり、例えばフェニルオキシカルボニルなどが挙げら
れる。）、
【００３８】
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アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ま
しくは炭素数２～１０であり、例えばアセトキシ、ベンゾイルオキシなどが挙げられる。
）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に
好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセチルアミノ、ベンゾイルアミノなどが挙げ
られる。）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましく
は炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニルア
ミノなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数７～
２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１２であり、例えばフ
ェニルオキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、スルホニルアミノ基（好ましくは
炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり
、例えばメタンスルホニルアミノ、ベンゼンスルホニルアミノなどが挙げられる。）、ス
ルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１６、特に好ま
しくは炭素数０～１２であり、例えばスルファモイル、メチルスルファモイル、ジメチル
スルファモイル、フェニルスルファモイルなどが挙げられる。）、
【００３９】
カルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ま
しくは炭素数１～１２であり、例えばカルバモイル、メチルカルバモイル、ジエチルカル
バモイル、フェニルカルバモイルなどが挙げられる。）、アルキルチオ基（好ましくは炭
素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、
例えばメチルチオ、エチルチオなどが挙げられる。）、アリールチオ基（好ましくは炭素
数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例
えばフェニルチオなどが挙げられる。）、スルホニル基（好ましくは炭素数１～２０、よ
り好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメシル、ト
シルなどが挙げられる。）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましく
は炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルフィニル、
ベンゼンスルフィニルなどが挙げられる。）、ウレイド基（好ましくは炭素数１～２０、
より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばウレイド
、メチルウレイド、フェニルウレイドなどが挙げられる。）、リン酸アミド基（好ましく
は炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であ
り、例えばジエチルリン酸アミド、フェニルリン酸アミドなどが挙げられる。）、
【００４０】
ヒドロキシ基、メルカプト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、
ヨウ素原子）、シアノ基、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、ス
ルフィノ基、ヒドラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～２０、より好
ましくは炭素数１～１２で、ヘテロ原子としては、例えば窒素原子、酸素原子、硫黄原子
が挙げられる。具体的には、例えばピロリジン、ピペリジン、ピペラジン、モルフォリン
、チオフェン、フラン、ピロール、イミダゾール、ピラゾール、ピリジン、ピラジン、ピ
リダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、プリン、チアゾリン
、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキサジアゾール、キノ
リン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キナゾリン、シンノリ
ン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テトラゾール、ベンズイ
ミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリアゾール、テトラザイ
ンデンなどが挙げられる。）、シリル基（好ましくは炭素数３～４０、より好ましくは３
～３０、特に好ましくは３～２４であり、例えばトリメチルシリル、トリフェニルシリル
などが挙げられる。）などが挙げられる。
【００４１】
　上記Ｒ１１で表される置換基は、更に置換されていてもよい。また、置換基を複数有す
る場合、それらの置換基は互いに同じでも異なっていてもよく、また可能な場合は連結し
て環を形成してもよい。形成される環としては例えば、シクロアルキル環、ベンゼン環、
チオフェン環、ジオキサン環、ジチアン環等が挙げられる。
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　Ｒ１１で表される置換基として、好ましくはアルキル基、アルケニル基、アルキニル基
、アルコキシ基、アルキルチオ基であり、更に好ましくはアルキル基、アルコキシ基、ア
ルキルチオ基である。特に好ましくは、ｍ１１が２のとき、２つのＲ１１が環を形成した
アルコキシ基、アルキルチオ基であり、ジオキサン環、ジチアン環を形成することが好適
である。
【００４３】
　一般式（Ｉ）においてｍ１１が１のとき、Ｒ１１はアルキル基であることが好ましく、
炭素数２～８のアルキル基がより好ましい。
　また、Ｒ１１が、アルキル基であるポリ（３－アルキルチオフェン）であるとき、隣り
合ったチオフェン環との連結様式はすべて２－５’で連結した立体規則的なものと、２－
２’、５－５’連結が含まれる立体不規則的なものがあるが、立体的不規則なものが好ま
しい。
【００４４】
　本発明では、導電性ポリマーとしては、高い透明性と導電性を両立するという観点から
、ポリ（３，４－エチレンジオキシ）チオフェン（下記具体例化合物（６）、ＰＥＤＯＴ
）であることが特に好ましい。
【００４５】
　一般式（Ｉ）で表されるポリチオフェン及びその誘導体は、J. Mater. Chem., 2005, 1
5, 2077－2088.及びAdvanced Materials 2000, 12(7), page 481など公知の方法によって
作製することができる。また、市販品として、Denatron P502（ナガセケムテック社製）
、3,4-ethylenedioxythiophene (BAYTRON（登録商標）M V2)、3,4-polyethylenedioxythi
opene /polystyrenesulfonate (BAYTRON（登録商標） P)、BAYTRON（登録商標） C）、BA
YTRON（登録商標） F E、BAYTRON（登録商標） M V2、BAYTRON（登録商標） P、BAYTRON
（登録商標） P AG、BAYTRON（登録商標） P HC V4、BAYTRON（登録商標） P HS、BAYTRO
N（登録商標） PH、BAYTRON（登録商標） PH 500、BAYTRON（登録商標） PH 510（以上、
シュタルク社製）などを入手することができる。
　ポリアニリン及びその誘導体としては、ポリアニリン（アルドリッチ社製）、ポリアニ
リン（エレラルダイン塩）（アルドリッチ社製）などを入手することができる。
　ポリピロール及びその誘導体としては、ポリピロール（アルドリッチ社製）などを入手
することができる。
【００４６】
　以下に、導電性ポリマーの具体例を示すが、本発明はこれらに限定されるものではない
。また、これらの他にも、国際公開第９８／０１９０９号記載の化合物等が挙げられる。
【００４７】
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【化８】

【００４９】
　本発明で用いる導電性ポリマーの重量平均分子量は、１，０００～１，０００，０００
が好ましく、より好ましくは１０，０００～５００，０００であり、更に好ましくは１０
，０００～１００，０００である。ここで重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロ
マトグラフィにより測定されるポリスチレン換算重量平均分子量である。
【００５０】
（有機溶剤への可溶性）
　導電性ポリマーは、塗布性及び（Ｂ）成分との親和性付与の観点から、有機溶剤に可溶
であることが好ましい。
　より具体的には、本発明における導電性ポリマーは、含水率が５質量％以下で比誘電率
が２～３０の有機溶剤中に少なくとも１．０質量％で可溶であることが好ましい。
　ここで、「可溶」とは溶剤中に単一分子状態又は複数の単一分子が会合した状態で溶解
しているか、粒子径が３００ｎｍ以下の粒子状に分散されている状態を指す。
【００５１】
　一般に、導電性ポリマーは親水性が高く従来では水を主成分とする溶媒に溶解するが、
このような導電性ポリマーを有機溶剤に可溶化するには、導電性ポリマーを含む組成物中
に、有機溶剤との親和性を上げる化合物（例えば後述の可溶化補助剤等）や、有機溶剤中
での分散剤等を添加する方法が挙げられる。また、導電性ポリマーとポリアニオンドーパ
ントを用いる場合は、後述するようにポリアニオンドーパントの疎水化処理を行うことが
好ましい。
　更に、導電性ポリマーを脱ドープ状態（ドーパントを用いない状態）で有機溶剤への溶
解性を向上させおき、塗布膜形成後にドーパントを加えて導電性を発現させる方法も用い
ることができる。
【００５２】
　上記以外にも、有機溶剤への溶解性を向上させる方法としては下記文献に示す方法を用
いることも好ましい。
　例えば、特開２００２－１７９９１１号公報では、ポリアニリン組成物を脱ドープ状態
で有機溶媒に溶解させておき、該素材を基材上に塗布し、乾燥させた後、プロトン酸と酸
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化剤とを溶解又は分散させた溶液にて酸化及びドーピング処理する事によって導電性を発
現させる方法が記載されている。
　また、国際公開第０５／０３５６２６号公報には、水層及び有機層からなる混合層にお
いてスルホン酸及びプロトン酸基を有する水不溶性有機高分子化合物の少なくとも一種の
存在下にアニリン又はその誘導体を酸化重合するに際し、分子量調整剤及び、必要に応じ
、相間移動触媒を共存させることにより有機溶媒に安定に分散する導電性ポリアニリンを
製造する方法が記載されている。
【００５３】
　前記有機溶剤としては、例えば、アルコール類、芳香族炭化水素類、エーテル類、ケト
ン類、エステル類などが好適である。以下、具体的化合物を例示する（括弧内に比誘電率
を記す。）。
　アルコール類としては、例えば１価アルコール又は２価アルコールを挙げることができ
る。このうち１価アルコールとしては炭素数２～８の飽和脂肪族アルコールが好ましい。
これらのアルコール類の具体例としては、エチルアルコール（２５．７）、ｎ-プロピル
アルコール（２１．８）、ｉ-プロピルアルコール（１８．６）、ｎ-ブチルアルコール（
１７．１）、sec -ブチルアルコール（１５．５）、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール（１１
．４）などを挙げることができる。
【００５４】
　また、芳香族炭化水素類の具体例としては、ベンゼン（２．３）、トルエン（２．２）
、キシレン（２．２）などを、エーテル類の具体例としては、テトラヒドロフラン（７．
５）、エチレングリコールモノメチルエーテル（１６）、エチレングリコールモノメチル
エーテルアセテート（８）、エチレングリコールモノエチルエーテル（１４）、エチレン
グリコールモノエチルエーテルアセテート（８）、エチレングリコールモノブチルエーテ
ル（９）などを、ケトン類の具体例としては、アセトン（２１．５）、ジエチルケトン（
１７．０）、メチルエチルケトン（１５．５）、ジアセトンアルコール（１８．２）、メ
チルイソブチルケトン（１３．１）、シクロヘキサノン（１８．３）などを、エステル類
の具体例としては、酢酸メチル（７．０）、酢酸エチル（６．０）、酢酸プロピル（５．
７）、酢酸ブチル（５．０）などを挙げることができる。
【００５５】
　導電性ポリマーと（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマーの両者を溶解分散で
きるという観点からは、有機溶剤の比誘電率は２．３～２４が更に好ましく、より好まし
くは４．０～２１、最も好ましくは５．０～２１である。例えば、ｉ-プロピルアルコー
ル、アセトン、プロピレングリコールモノエチルエーテル、シクロヘキサノン、酢酸メチ
ルが好ましい。特に好ましくは、ｉ-プロピルアルコール、アセトン、プロピレングリコ
ールモノエチルエーテルである。
　本発明において、比誘電率は２０℃で測定した値をいう。
【００５６】
　比誘電率が２～３０の有機溶剤は２種以上混合して用いることもできる。比誘電率が３
０を超える有機溶剤、又は５質量％以下の水を併用することもできるが、上記に挙げた有
機溶剤も含む混合有機溶剤系のなかで、複数の有機溶剤や水の質量平均の比誘電率が３０
を超えないことが好ましい。この範囲にすることで導電性ポリマーと（Ｂ）重合性基を二
つ以上有する多官能モノマーの両者を溶解又は分散した塗布組成物を形成することができ
、塗膜の面状の良好な積層体が得られる。
【００５７】
　有機溶剤の含水率は、０～５質量％であることが好ましく、０～１質量％であることが
好ましい。
【００５８】
　導電性ポリマーは、有機溶剤中に少なくとも１．０質量％で可溶なものであることが好
ましく、少なくとも１．０～１０．０質量％で可溶であることがより好ましく、少なくと
も３．０～３０．０質量％で可溶であることが更に好ましい。
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　前記有機溶剤中、導電性ポリマーは粒子状に存在していてもよい。この場合、平均粒子
サイズは３００ｎｍ以下であることが好ましく、２００ｎｍ以下であることがより好まし
く、１００ｎｍ以下であることが更に好ましい。上記粒子サイズとすることで、有機溶剤
中での沈降を抑制することができる。粒子サイズの下限は特に限定されない。
　粗大粒子の除去や溶解促進のため、高圧分散機を用いることもできる。高圧分散機とし
ては、例えば、ゴーリン（ＡＰＶゴーリン社製）、ナノマイザー（ナノマイザー社製）、
マイクロフルイタイザー（マイクロフライデックス社製）、アルチマイザー（スギノマシ
ン社製）、ＤｅＢｅｅ（Ｂｅｅ社製）等が挙げられる。粒子サイズは、有機溶剤液を電子
顕微鏡観察用のグリッドにすくい取り、溶剤揮発後に観察することができる。
【００５９】
（疎水化処理）
　前述のように導電性ポリマーと共にポリアニオンドーパントを用いる場合、導電性ポリ
マーとポリアニオンドーパントとを含む組成物に対して疎水化処理を行うことが好ましい
。前記組成物に対して疎水化処理を行うことで、導電性ポリマーの有機溶剤への溶解性を
向上させ、（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマーとの親和性を向上させること
ができる。疎水化処理は、ポリアニオンドーパントのアニオン基を修飾することにより行
うことができる。
　具体的には、疎水化処理の第１の方法としては、アニオン基をエステル化、エーテル化
、アセチル化、トシル化、トリチル化、アルキルシリル化、アルキルカルボニル化する等
の方法が挙げられる。中でもエステル化、エーテル化が好ましい。エステル化により疎水
化する方法は、例えば、ポリアニオンドーパントのアニオン基を塩素化剤により塩素化し
、その後メタノールやエタノール等のアルコールによりエステル化する方法が挙げられる
。また、ヒドロキシル基又はグリシジル基を有する化合物で更に不飽和２重結合性基を有
する化合物を用いて、スルホ基やカルボキシ基とエステル化して疎水化することもできる
。
　本発明においては従来公知の種々の方法を用いることができるが、その一例として、特
開２００５－３１４６７１号公報、及び特開２００６－２８４３９号公報等に具体的に記
載されている。
【００６０】
　疎水化処理の第２の方法としては、塩基系の化合物をポリアニオンドーパントのアニオ
ン基に結合させて疎水化する方法が挙げられる。塩基系の化合物としてはアミン系の化合
物が好ましく、１級アミン、２級アミン、３級アミン、芳香族アミン等が挙げられる。具
体的には、炭素数が１～２０のアルキル基で置換された１級～３級のアミン、炭素数が１
～２０のアルキル基で置換されたイミダゾール、ピリジンなどが挙げられる。有機溶剤へ
の溶解性向上のためにアミンの分子量は５０～２０００が好ましく、更に好ましくは７０
～１０００、最も好ましくは８０～５００である。
【００６１】
　塩基系疎水化剤であるアミン化合物の量は、導電性ポリマーのドープに寄与していない
ポリアニオンドーパントのアニオン基に対して０．１～１０．０モル当量であることが好
ましく、０．５～２．０モル当量であることがより好ましく、０．８５～１．２５モル当
量であることが特に好ましい。上記範囲で、有機溶剤への溶解性、導電性、塗膜の強度を
満足することができる。
　その他疎水化処理の詳細については、特開２００８－１１５２１５号公報、及び特開２
００８－１１５２１６号公報等に記載の事項を適用することができる。
【００６２】
（可溶化補助剤）
　前記導電性ポリマーは、分子内に親水性部位と疎水性部位と好ましくは電離放射線硬化
性官能基を有する部位を含む化合物（以下、可溶化補助剤という。）と共に用いることが
できる。
　可溶化補助剤を用いることで、導電性ポリマーの含水率の低い有機溶剤への可溶化を助
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け、更には本発明における組成物による層の塗布面状改良や硬化皮膜の強度を上げること
ができる。
　可溶化補助剤は、親水部位、疎水部位、電離放射線硬化性官能基含有部位を有する共重
合体であることが好ましく、これら部位がセグメントに分かれているブロック型又はグラ
フト型の共重合体であることが特に好ましい。このような共重合体は、リビングアニオン
重合、リビングラジカル重合、又は上記部位を有したマクロモノマーを用いて重合するこ
とができる。
　可溶化補助剤については、例えば特開２００６－１７６６８１号公報の［００２２］～
［００３８］等に記載されている。
【００６３】
（導電性ポリマーを含む溶液の調製方法）
　導電性ポリマーは、前記有機溶剤を用いて溶液の形態で調製することができる。
　導電性ポリマーの溶液を調製する方法はいくつかの方法があるが、好ましくは以下の３
つの方法が挙げられる。
　第一の方法は、ポリアニオンドーパントの共存下で導電性ポリマーを水中で重合し、そ
の後必要に応じて前記可溶化補助剤又は塩基系疎水化剤を加えて処理し、その後水を有機
溶媒に置換する方法である。第二の方法は、ポリアニオンドーパントの共存下で導電性ポ
リマーを水中で重合し、その後必要に応じて前記可溶化補助剤又は塩基系疎水化剤で処理
し、水を蒸発乾固させた後に、有機溶剤を加え可溶化する方法である。第三の方法は、π
共役系導電性高分子とポリアニオンドーパントをそれぞれ別途調製した後に、両者を溶媒
中で混合分散し、ドープ状態の導電性高分子組成物を調製し、溶剤に水を含む場合には水
を有機溶媒に置換する方法である。
【００６４】
　上記の方法において、可溶化補助剤の使用量は導電性ポリマーとポリアニオンドーパン
トの合計量に対して、１～１００質量％が好ましく、更に好ましくは２～７０質量％、最
も好ましくは５～５０質量％である。また、第一の方法において水を有機溶剤に置換する
方法は、エタノール、イソプロピルアルコール、アセトンのような水混和性の高い溶剤を
加えて用いて均一溶液とした後、限外ろ過を行い水を除去する方法が好ましい。また、水
混和性の高い溶剤を用いて含水率をある程度低下させた後、より疎水的な溶剤を混合し減
圧下で揮発性の高い成分を除去し溶剤組成を調整する方法が挙げられる。また、塩基系疎
水化剤を用いて十分な疎水化を行えば、水との混和性の低い有機溶剤を加えて、分離した
２相系とし水相中の有機導電性高分子を有機溶剤相に抽出することも可能である。
【００６５】
〔（Ｂ）重合性不飽和基を２つ以上有する多官能モノマー〕
　本発明では、組成物に（Ｂ）重合性不飽和基を２つ以上有する多官能モノマーを含む。
この（Ｂ）重合性不飽和基を２つ以上有する多官能モノマーは、硬化剤として機能するこ
とができる。（Ａ）導電性ポリマーと（Ｂ）重合性不飽和基を２つ以上有する多官能モノ
マーとを併用することで、導電性と塗膜の強度や耐擦傷性を両立させることが可能となる
。重合性不飽和基は３つ以上であることがより好ましい。
【００６６】
　本発明に用いられる重合性不飽和基を２つ以上有する多官能モノマーについて説明する
。該モノマーとしては、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリル基、アリル基、－
Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２等の重合性官能基を有する化合物が挙げられ、中でも、置換又は
無置換の、アクリロイル基、メタアクリロイル基、及び－Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２から選
ばれるいずれかの基が好ましい。特に好ましくは下記の１分子内に３つ以上の（メタ）ア
クリロイル基を含有する化合物を用いることができる。
【００６７】
　重合性の不飽和結合を有する化合物の具体例としては、アルキレングリコールの（メタ
）アクリル酸ジエステル類、ポリオキシアルキレングリコールの（メタ）アクリル酸ジエ
ステル類、多価アルコールの（メタ）アクリル酸ジエステル類、エチレンオキシドあるい
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はプロピレンオキシド付加物の（メタ）アクリル酸ジエステル類、エポキシ（メタ）アク
リレート類、ウレタン（メタ）アクリレート類、ポリエステル（メタ）アクリレート類等
を挙げることができる。
【００６８】
　中でも、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエステル類が好ましい。例えば、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）ア
クリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ＥＯ変性トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、ＰＯ変性トリメチロールプロパントリ（メタ）ア
クリレート、ＥＯ変性リン酸トリ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メ
タ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエ
リスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アク
リレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトール
ヘキサ（メタ）アクリレート、１，２，３－クロヘキサンテトラメタクリレート、ポリウ
レタンポリアクリレート、ポリエステルポリアクリレート、カプロラクトン変性トリス（
アクリロキシエチル）イソシアヌレート等が挙げられる。
【００６９】
　（メタ）アクリロイル基を有する多官能アクリレート系化合物類は市販されているもの
を用いることもでき、日本化薬（株）製ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ、同ＰＥＴ－３０等を
挙げることができる。
　非含フッ素多官能モノマーについては、特開２００９－９８６５８号公報の段落［０１
１４］～［０１２２］に記載されており、本発明においても同様である。
【００７０】
〔（Ｃ）化合物（１）、化合物（２）及び化合物（３）〕
　本発明の帯電防止層用組成物には、前記化合物（１）、前記化合物（２）及び前記化合
物（３）の少なくともいずれか１種を含む。帯電防止層用組成物に化合物（１）、化合物
（２）及び化合物（３）の少なくともいずれかを添加することにより、耐熱性、耐湿熱性
、耐光性に優れた帯電防止性光学フィルムが得られる。
【００７１】
＜化合物（１）＞
　化合物（１）は、下記一般式（１）で表される化合物である。帯電防止層が下記一般式
（１）で表される化合物を含むことで、耐光性、湿熱耐久性に優れたものが得られる理由
ははっきりとわからないが、化合物（１）が導電性ポリマーの脱ドーピングを抑制し、そ
れに伴う分解反応を抑制しているものと考えられる。
【００７２】
【化９】

【００７３】
　一般式（１）中、Ｙは、水素原子、炭素原子、ヘテロ原子、ヒドロキシ基、メルカプト
基、アミノ基に由来する基、アルキル基に由来する基、アシル基に由来する基、アリール
基に由来する基、アルコキシ基に由来する基、アリールオキシ基に由来する基、又はヘテ
ロアリール基に由来する基からなる群より選ばれるｍ価の基を表す。Ｌは単結合、２価の
炭化水素基、２価のヘテロ原子、又はイミノ基を表す。ｍは１以上の整数を表す。
【００７４】
　一般式（１）におけるＹは、各々置換基を有していてもよい。置換基としては、以下に
述べる置換基群Ｖが挙げられる。
【００７５】
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（置換基群Ｖ）
　ハロゲン原子（例えば塩素、臭素、沃素、フッ素）；メルカプト基；シアノ基；カルボ
キシル基；リン酸基；スルホ基；ヒドロキシ基；炭素数１～１０、好ましくは炭素数２～
８、更に好ましくは炭素数２～５のカルバモイル基（例えばメチルカルバモイル基、エチ
ルカルバモイル基、モルホリノカルバモイル基）；炭素数０～１０、好ましくは炭素数２
～８、更に好ましくは炭素数２～５のスルファモイル基（例えばメチルスルファモイル基
、エチルスルファモイル基、ピペリジノスルファモイル基）；ニトロ基；炭素数１～２０
、好ましくは炭素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～８のアルコキシ基（例えばメト
キシ基、エトキシ基、２－メトキシエトキシ基、２－フェニルエトキシ基）；炭素数６～
２０、好ましくは炭素数６～１２、更に好ましくは炭素数６～１０のアリールオキシ基（
例えばフェノキシ基、ｐ－メチルフェノキシ基、ｐ－クロロフェノキシ基、ナフトキシ基
）；炭素数１～２０、好ましくは炭素数２～１２、更に好ましくは炭素数２～８のアシル
基（例えばアセチル基、ベンゾイル基、トリクロロアセチル基）；炭素数１～２０、好ま
しくは炭素数２～１２、更に好ましくは炭素数２～８のアシルオキシ基（例えばアセチル
オキシ基、ベンゾイルオキシ基）；炭素数１～２０、好ましくは炭素数２～１２、更に好
ましくは炭素数２～８のアシルアミノ基（例えばアセチルアミノ基）；
【００７６】
炭素数１～２０、好ましくは炭素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～８のスルホニル
基（例えばメタンスルホニル基、エタンスルホニル基、ベンゼンスルホニル基）；炭素数
１～２０、好ましくは炭素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～８のスルフィニル基（
例えばメタンスルフィニル基、エタンスルフィニル基、ベンゼンスルフィニル基）；炭素
数１～２０、好ましくは炭素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～８のスルホニルアミ
ノ基（例えばメタンスルホニルアミノ基、エタンスルホニルアミノ基、ベンゼンスルホニ
ルアミノ基）；炭素数０～２０、好ましくは炭素数０～１２、更に好ましくは炭素数０～
８の置換若しくは無置換のアミノ基（例えば、無置換のアミノ基、メチルアミノ基、ジメ
チルアミノ基、ベンジルアミノ基、アニリノ基、ジフェニルアミノ基）；炭素数０～１５
、好ましくは炭素数３～１０、更に好ましくは炭素数３～６のアンモニウム基（例えばト
リメチルアンモニウム基、トリエチルアンモニウム基）；炭素数０～１５、好ましくは炭
素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～６のヒドラジノ基（例えばトリメチルヒドラジ
ノ基）；炭素数１～１５、好ましくは炭素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～６のウ
レイド基（例えばウレイド基、Ｎ，Ｎ－ジメチルウレイド基）；炭素数１～１５、好まし
くは炭素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～６のイミド基（例えばスクシンイミド基
）；
【００７７】
炭素数１～２０、好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～８のアルキルチ
オ基（例えばメチルチオ基、エチルチオ基、プロピルチオ基）；炭素数６～８０、好まし
くは炭素数６～４０、更に好ましくは炭素数６～３０のアリールチオ基（例えばフェニル
チオ基、ｐ－メチルフェニルチオ基、ｐ－クロロフェニルチオ基、２－ピリジルチオ基、
１－ナフチルチオ基、２－ナフチルチオ基、４－プロピルシクロヘキシル－４’－ビフェ
ニルチオ基、４－ブチルシクロヘキシル－４’－ビフェニルチオ基、４－ペンチルシクロ
ヘキシル－４’－ビフェニルチオ基、４－プロピルフェニル－２－エチニル－４’－ビフ
ェニルチオ基）；炭素数１～８０、好ましくは炭素数１～４０、更に好ましくは炭素数１
～３０のヘテロアリールチオ基（例えば２－ピリジルチオ基、３－ピリジルチオ基、４－
ピリジルチオ基、２－キノリルチオ基、２－フリルチオ基、２－ピロリルチオ基）；炭素
数２～２０、好ましくは炭素数２～１２、更に好ましくは炭素数２～８のアルコキシカル
ボニル基（例えばメトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、２－ベンジルオキシカ
ルボニル基）；炭素数６～２０、好ましくは炭素数６～１２、更に好ましくは炭素数６～
１０のアリーロキシカルボニル基（例えばフェノキシカルボニル基）；
【００７８】
炭素数１～１８、好ましくは炭素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～５の無置換のア
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ルキル基（例えばメチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基）；炭素数１～１８、好ま
しくは炭素数１～１０、更に好ましくは炭素数１～５の置換アルキル基｛例えばヒドロキ
シメチル基、トリフルオロメチル基、ベンジル基、カルボキシエチル基、エトキシカルボ
ニルメチル基、アセチルアミノメチル基、またここでは炭素数２～１８、好ましくは炭素
数３～１０、更に好ましくは炭素数３～５の不飽和炭化水素基（例えばビニル基、エチニ
ル基１－シクロヘキセニル基、ベンジリジン基、ベンジリデン基）も置換アルキル基に含
まれることにする｝；炭素数６～２０、好ましくは炭素数６～１５、更に好ましくは炭素
数６～１０の置換若しくは無置換のアリール基（例えばフェニル基、ナフチル基、ｐ－カ
ルボキシフェニル基、ｐ－ニトロフェニル基、３，５－ジクロロフェニル基、ｐ－シアノ
フェニル基、ｍ－フルオロフェニル基、ｐ－トリル基、４－プロピルシクロヘキシル－４
’－ビフェニル、４－ブチルシクロヘキシル－４’－ビフェニル、４－ペンチルシクロヘ
キシル－４’－ビフェニル、４－プロピルフェニル－２－エチニル－４’－ビフェニル）
；炭素数１～２０、好ましくは炭素数２～１０、更に好ましくは炭素数４～６の置換若し
くは無置換のヘテロ環基（例えばピリジル基、５－メチルピリジル基、チエニル基、フリ
ル基、モルホリノ基、テトラヒドロフルフリル基）；が挙げられる。
【００７９】
　上記置換基群Ｖの置換基は、ベンゼン環やナフタレン環が縮合した構造を形成すること
ができる。
　更に、これらの置換基は更に置換されていてもよい。当該更なる置換基としても、上記
置換基群Ｖから選ばれるいずれかの置換基が挙げられる。
【００８０】
　一般式（１）中、ｍは１以上の整数を表す。後述のように、Ｙが多価の基であれば、そ
の価数に応じてｍが定まる。
　具体的には、一般式（１）において、Ｙが炭素原子の場合には、ｍは４である。Ｙがヘ
テロ原子の場合、窒素原子であればｍは３であり、酸素原子又は硫黄原子であればｍは２
である。Ｙが水素原子、ヒドロキシ基、又はメルカプト基の場合には、ｍは１である。
【００８１】
　一般式（１）のＹで表されるヘテロ原子としては、窒素原子、酸素原子、硫黄原子、又
はセレン原子が好ましく、窒素原子、酸素原子、又は硫黄原子が好ましい。
【００８２】
　一般式（１）のＹで表されるアルキル基に由来する基とは、１価（ｍ＝１）のアルキル
基のほか、２価（ｍ＝２）のアルキレン基、更には３個以上の結合手を有するものを含む
。アルコキシ基に由来する基中に存在するアルキル基においても同様である。
【００８３】
　Ｙで表されるアルキル基に由来する基は、直鎖、分岐、環状のいずれでもよい。Ｙで表
されるアルキル基に由来する基の炭素数は１～６０であることが好ましく、より好ましく
は炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０である。
【００８４】
　更に、一般式（１）においてＹで表されるアルキル基に由来する基は、未置換であって
も置換基を有していてもよく、該置換基としては上記置換基群Ｖを挙げることができる。
上記置換基群Ｖのなかでも好適な置換基は、ハロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、臭素
原子、ヨウ素原子）、ヒドロキシ基、メルカプト基、アリール基、ヘテロアリール基、ア
シル基、アルコキシ基、アミノ基、シアノ基、カルボキシル基、スルホ基、カルバモイル
基、スルファモイル基、ニトロ基、アリールオキシ基、アシルオキシ基、アシルアミノ基
であり、より好ましくは、ハロゲン原子（フッ素原子）、ヒドロキシ基、メルカプト基、
アシル基、アルコキシ基、アリール基、ヘテロアリール基、スルホ基、アリールオキシ基
である。
【００８５】
　Ｙで表されるアルキル基に由来する基としては、具体的には、例えば、ｍ＝１の場合；
メチル、エチル、ｔ－ブチル、ｔ－オクチル、２－エチルヘキシル、シクロヘキシル、ｎ
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－ヘキサデシル、３－ドデシルオキシプロピル、パーフロロブチル、３－（２’，４’－
ｄｉ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェノキシ）プロピル等：ｍ＝２の場合；メチレン、エチレン
、メチルヒドロキシメチレン又はイソブチレン等：ｍ＝３以上の場合；シクロヘキサント
リイル又はシクロヘキサンテトライル等を挙げることができる。
【００８６】
　一般式（１）において、Ｙで表されるアシル基に由来する基とは、１価（ｍ＝１）のホ
ルミル基やアセチル基などのほか、２価（ｍ＝２）のカルボニル基を含む。一般式（１）
のＹで表されるアシル基に由来する基としては、好ましくは炭素数１～６０、より好まし
くは炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０である。
【００８７】
　更に、Ｙで表されるアシル基に由来する基は、未置換であっても置換基を有していても
よい。該置換基としては上記置換基群Ｖを挙げることができる。上記置換基群Ｖのなかで
も好適な置換基は、ハロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、ア
ルキル基、ヒドロキシ基、メルカプト基、アリール基、ヘテロアリール基、アシル基、ア
ルコキシ基、アミノ基、シアノ基、カルボキシル基、スルホ基、カルバモイル基、スルフ
ァモイル基、ニトロ基、アリールオキシ基、アシルオキシ基、又はアシルアミノ基であり
、より好ましくはハロゲン原子、アルキル基、ヒドロキシ基、メルカプト基、アリール基
、又はヘテロアリール基である。
【００８８】
　Ｙで表されるアシル基に由来する基として、具体的には、例えば、ｍ＝１の場合；アセ
チル、ベンゾイル、トリクロロアセチル、フェニルカルボニル基、又はエチルカルボニル
基等：多価の場合；カルボニル等を挙げることができる。
【００８９】
　一般式（１）において、Ｙで表されるアリール基に由来する基とは、１価（ｍ＝１）の
アリール基（例えばフェニル基やナフチル基等）のほか、２価（ｍ＝２）のアリーレン（
例えば、フェニレン基やナフチレン基等）や、トリイル基、テトライル基などの多価の基
を含む。例えば、無置換のフェニル基に由来する基では、１～６価となり得る。アリール
オキシ基に由来する基中に存在するアリール基においても同様である。
【００９０】
　Ｙで表されるアリール基に由来する基としては、好ましくは炭素数６～６０、より好ま
しくは炭素数６～５０、更に好ましくは炭素数６～４０である。
【００９１】
　更に、Ｙで表されるアリール基に由来する基は、未置換であっても置換基を有していて
もよく、該置換基としては上記置換基群Ｖを挙げることができる。上記置換基群Ｖのなか
でも好適な置換基は、アルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原子（フッ素
原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、メルカプト基、アリール基、ヘテロアリール
基、アシル基、アミノ基、シアノ基、カルボキシル基、スルホ基、カルバモイル基、スル
ファモイル基、ニトロ基、アリールオキシ基、アシルオキシ基、アシルアミノ基である。
また、Ｙで表されるアリール基に由来する基はポリスチレンなどのポリマーであってもよ
い。ポリマーの繰り返し単位数としては特に制限されてないが、溶解性と帯電防止性の観
点からは、１００００００以下であり、より好ましくは１０００００以下である。Ｙで表
されるアリール基に由来する基の置換基としてより好ましくは、アルキル基、アルコキシ
基、ヒドロキシ基、メルカプト基、アシル基、アミノ基、カルボキシル基、スルホ基、ニ
トロ基である。
【００９２】
　Ｙで表されるアリール基に由来する基として、具体的には、例えば、ｍ＝１の場合；フ
ェニル、１－ナフチル、４－トリル、４－メトキシフェニル、４－ヘキサデシルオキシフ
ェニル、３－ペンタデシルフェニル、２，４－ｄｉ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェニル、８－
キノリル、又は５－（１－ドデシルオキシカルボニルエトキシカルボニル）－２－クロロ
フェニル等：多価の場合、ｏ－フェニレン、ｍ－フェニレン、ｐ－フェニレン、１，４－
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ナフチレン、９，１０－アンスリレン、２－ペンタデシル－１，４－フェニレン等を挙げ
ることができる。
【００９３】
　一般式（１）のＹで表されるヘテロアリール基に由来する基とは、１価（ｍ＝１）のヘ
テロアリール基のほか、２価（ｍ＝２）のヘテロアリーレンや、トリイル基、テトライル
基などの多価の基を含む。
　一般式（１）において、Ｙで表されるヘテロアリール基に由来する基のヘテロアリール
基は、ヘテロ原子として窒素原子，硫黄原子、酸素原子、又はセレン原子を少なくとも一
つ含む５員～８員のヘテロアリール基であることが好ましい。更に、芳香族環等と縮環を
形成する等、ヘテロアリール基が有する置換基が互いに連結して環を形成してもよい。
【００９４】
　更に、Ｙで表されるヘテロアリール基に由来する基は、未置換であっても置換基を有し
ていてもよく、該置換基としては上記置換基群Ｖを挙げることができる。上記置換基群Ｖ
のなかでも好適な置換基は、アルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原子（
フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、メルカプト基、アリール基、ヘテロア
リール基、アシル基、アミノ基、シアノ基、カルボキシル基、スルホ基、カルバモイル基
、スルファモイル基、ニトロ基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アシルオキシ基、
又はアシルアミノ基であり、より好ましくは アルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基
、メルカプト基、アシル基、アミノ基、カルボキシル基、スルホ基、又はニトロ基である
。
【００９５】
　Ｙで表されるヘテロアリール基に由来する基として、具体的には、例えば、ｍ＝１の場
合；ピリジル、フリル、ピロール、チアゾリル、オキサゾリル、イミダゾリル、トリアゾ
リル、テトラゾリル、ベンゾトリアゾリル、又はキノリル等：多価の場合；ピリジンジイ
ル、イミダゾリレン、ピロリレン、又はイソチアゾリレン等を挙げることができる。
【００９６】
　また、Ｙで表されるヘテロアリール基に由来する基は、ヘテロ原子がイオンとなって塩
構造を形成していてもよい。例えば、アンモニウムイオンを挙げることができる。アンモ
ニウムイオンなどへテロ原子がカチオンの場合の対イオンとしては、ブロモイオン、クロ
ロイオン、テトラフルオロホウ酸イオン、ヘキサフルオロリン酸イオン、過塩素酸イオン
、又は硝酸イオンを挙げることができ、ヘテロ原子がアニオンの場合の対イオンとしては
、アンモニウムイオン、ナトリウムイオン、カリウムイオン、又はカルシウムイオンを挙
げることができる。
【００９７】
　一般式（１）のＹで表されるアミノ基に由来する基とは、アミノ基（ＮＨ２－）であれ
ばｍ＝１であり、イミノ基（－ＮＨ－）であればｍ＝２であるが、置換アミノ基の場合に
は、その置換基によって多価の基となり得る。例えば、アルキルアミノ基の場合、置換基
として有するアルキル基は、上述のように１価以外にも、多価の基となり得る。
【００９８】
　一般式（１）において、Ｙで表されるアミノ基に由来する基としては、好ましくは炭素
数１～１００、より好ましくは炭素数１～３０、更に好ましくは炭素数１～１０である。
【００９９】
　Ｙで表されるアミノ基に由来する基は、未置換であっても置換基を有していてもよく、
該置換基としては上記置換基群Ｖを挙げることができる。上記置換基群Ｖのなかでも好適
な置換基は、ヒドロキシ基、スルホ基、アルキル基、アリール基、ヘテロアリール基、ア
ルコキシ基、ハロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、メルカプ
ト基、又はカルボキシル基であり、より好ましくはヒドロキシ基、スルホ基、又はアルキ
ル基である。
【０１００】
　また、Ｙで表されるアミノ基に由来する基は、アンモニウムイオンであってもよい。対
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イオンとしては、ブロモイオン、クロロイオン、テトラフルオロホウ酸イオン、ヘキサフ
ルオロリン酸イオン、過塩素酸イオン、又は硝酸イオンを挙げることができる。
【０１０１】
　一般式（１）において、Ｙで表されるアルコキシ基に由来する基とは、１価（ｍ＝１）
のアルコキシ基（例えばメトキシ基、エトキシ基等）のほか、アルコキシ基のアルキル部
分が多価である基を含む。例えば、アルキル部分がアルキレン基の場合には、アルコキシ
基に由来する基は２価（ｍ＝２）であり、トリイルアルカンやテトライルアルカン等の場
合には、３価以上（ｍ≧３）となる。更に、アルコキシ基が置換基を有する場合、２価（
ｍ＝２）の置換基や、トリイル基、テトライル基等の多価の置換基で置換された場合には
、アルコキシ基に由来する基は多価の基となる。例えば、３価の置換基で置換されたアル
コキシ基は、２価（ｍ＝２）の基となる。
【０１０２】
　一般式（１）のＹで表されるアルコキシ基に由来する基としては、好ましくは炭素数１
～６０、より好ましくは炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０のアルコキシ基
である。
【０１０３】
　更に、Ｙで表されるアルコキシ基に由来する基は、未置換であっても置換基を有してい
てもよく、該置換基としては上記置換基群Ｖを挙げることができる。上記置換基群Ｖのな
かでも好適な置換基は、アルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原子（フッ
素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、メルカプト基、アリール基、ヘテロアリー
ル基、アシル基、アミノ基、シアノ基、カルボキシル基、スルホ基、カルバモイル基、ス
ルファモイル基、ニトロ基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アシルオキシ基、又は
アシルアミノ基であり、より好ましくはアルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基、メル
カプト基、アリール基、又はヘテロアリール基である。
【０１０４】
　Ｙで表されるアルコキシ基に由来する基として、具体的には、例えば、ｍ＝１の場合；
メトキシ、エトキシ、ブトキシ、メトキシエトキシ、又はｎ－オクチルオキシ等：多価の
場合；エチレンジオキシ、又はプロピレンジオキシ等を挙げることができる。
【０１０５】
　一般式（１）において、Ｙで表されるアリールオキシ基に由来する基とは、１価（ｍ＝
１）のアリールオキシ基（例えばフェノキシ基等）のほか、アリールオキシ基のアリール
部分が多価である場合を含む。例えば、アリール部分が３価であるアリーレン基の場合に
は、アリールオキシ基に由来する基は２価（ｍ＝２）となる。
　更に、アリールオキシ基が置換基を有する場合、トリイル基、テトライル基等の多価の
置換基で置換されていると、アリールオキシ基に由来する基は多価の基となる。例えば、
トリイルのアルキル基に由来する基で置換されたアリールオキシ基は、２価（ｍ＝２）の
基となる。
【０１０６】
　一般式（１）において、Ｙで表されるアリールオキシ基に由来する基としては、好まし
くは炭素数６～６０、より好ましくは炭素数６～５０、更に好ましくは炭素数６～４０の
アリールオキシ基である。
【０１０７】
　更に、Ｙで表されるアリールオキシ基に由来する基は、未置換であっても置換基を有し
ていてもよく、該置換基としては上記置換基群Ｖを挙げることができる。上記置換基群Ｖ
のなかでも好適な置換基は、アルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原子（
フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、メルカプト基、アリール基、ヘテロア
リール基、アシル基、アミノ基、シアノ基、カルボキシル基、スルホ基、カルバモイル基
、スルファモイル基、ニトロ基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アシルオキシ基、
又はアシルアミノ基であり、より好ましくはアルキル基、アルコキシ基、ヒドロキシ基、
メルカプト基、アミノ基、カルボキシル基、又はスルホ基である。
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　Ｙで表されるアリールオキシ基に由来する基として、具体的には、例えば、ｍ＝１の場
合；フェノキシ、４－ｔｅｒｔ－オクチルフェノキシ、ナフチロキシ、又はピレニルオキ
シ等：多価の場合；ｐ－フェニレンジオキシ、ナフチレンジオキシ、又は２－ｎ－ヘキシ
ル－１，４－フェニレンジオキシ等を挙げることができる。
【０１０９】
　一般式（１）中、Ｌは単結合、２価の炭化水素基、２価のヘテロ原子、又はイミノ基を
表す。
【０１１０】
　一般式（１）において、Ｌで表される２価の炭化水素基は、好ましくは炭素数０～３０
、より好ましくは炭素数０～２０、更に好ましくは炭素数０～１０である。Ｌで表される
２価の炭化水素基は、炭化水素構造中に環構造及び／又は不飽和結合を有していてもよく
、好適には飽和炭化水素基である。
　また、Ｌで表される２価の炭化水素基は、直鎖でも分岐でもよく、好ましくは直鎖状の
炭化水素基である。
【０１１１】
　更に、Ｌで表される２価の炭化水素基は、無置換でも置換基を有していてもよく、好適
には、無置換の炭化水素基である。該置換基としては上記置換基群Ｖを挙げることができ
る。上記置換基群Ｖのなかでも好適な置換基は、ハロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、
臭素原子、又はヨウ素原子）、ヒドロキシ基、メルカプト基、アリール基、ヘテロアリー
ル基、アシル基、アルコキシ基、アミノ基、シアノ基、カルボキシル基、スルホ基、カル
バモイル基、スルファモイル基、ニトロ基、アリールオキシ基、アシルオキシ基、又はア
シルアミノ基であり、より好ましくは、ハロゲン原子（フッ素原子）、ヒドロキシ基、メ
ルカプト基、アシル基、アルコキシ基、アリール基、ヘテロアリール基、スルホ基、又は
アリールオキシである。
　特に好適な、Ｌで表される２価の炭化水素基は、無置換で直鎖状の炭化水素基であり、
より好適には無置換で直鎖の炭素数０～１０の炭化水素基である。
【０１１２】
　一般式（１）において、Ｌで表される２価のヘテロ原子としては、酸素原子、硫黄原子
、セレン原子、又は窒素原子であり、好適には、酸素原子、硫黄原子、又はセレン原子で
ある。
【０１１３】
　特に、一般式（１）におけるＬとして好適には、単結合、２価の炭化水素基、酸素原子
、イミノ基（－ＮＨ－、－ＮＲ－（Ｒはアルキル基、アリール基、又はヘテロアリール基
を表す。）、硫黄原子、又はセレン原子であり、更に好適には、単結合、無置換で直鎖状
の２価の炭化水素基である。
【０１１４】
　一般式（１）において、耐久性（耐光性、耐熱性、耐湿熱性）、特に耐光性改良効果が
高いという点でｍは２以上であることが好ましい。
【０１１５】
　以下に本発明に用いられる一般式（１）で表される化合物の具体例を示すが、本発明の
一般式（１）で表される化合物はこれら具体例に限定されない。
【０１１６】
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【化１０】

【０１１７】
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【化１１】

【０１１８】
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【０１１９】
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【化１３】

【０１２０】
　一般式（１）で表される化合物は、公知の方法によって合成することができる。具体的
には、一般式（１）中の「Ｙ－Ｌｍ」に対応するアルコール又はハロゲン化物に、五酸化
二リン又はリン酸を反応させて合成する方法が好適に用いられる。また、一般式（１）で
表される化合物は、市販品として入手可能なものもあり、例えば、１－ヒドロキシエタン
－１，１－ジホスホン酸（東京化成製）、ニトリロトリス（メチレンホスホン酸）(東京
化成製)、フィチン酸(東京化成製)などがある。
【０１２１】
　化合物（１）で表される化合物は耐光性、耐熱性改良の観点からホスホン酸化合物であ
ることが好ましい。ここで、ホスホン酸化合物とは一般式（１）において、リン原子（Ｐ
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）とＹ側で直接結合する原子が酸素原子でないものを言う。
【０１２２】
　帯電防止層中での、一般式（１）で表される化合物と導電性ポリマーの比率は、いかな
るものであってもよいが、高い帯電防止性と高い耐久性の両立の観点から、好ましくは、
質量比で、一般式（１）で表される化合物：導電性ポリマー＝０．０１：１．０～１０：
１の範囲であり、より好ましくは０．０５：１．０～５．０：１の範囲であり、更に好ま
しくは、０．０５：１．０～１．０：１．０の範囲である。
【０１２３】
＜化合物（２）＞
　化合物（２）は、下記一般式（２）で表される化合物である。下記一般式（２）で表さ
れる化合物（化合物（２））は、前記導電性ポリマーと並存させても凝集を引き起こし難
い。よって、下記一般式（２）で表される化合物と前記導電性ポリマーとを含有する組成
物を用いて形成した帯電防止層は、高い透明性及び優れた帯電防止性を示し、耐光性、耐
熱性、耐湿熱性に優れる。
【０１２４】
【化１４】

【０１２５】
　一般式（２）中、Ｒ１は、水素原子、アルキル基、アシル基、アリール基、アルコキシ
基、アリールオキシ基又はヘテロアリール基を表す。一般式（２）中、Ｒ２は、水素原子
、アルキル基、アリール基、ヘテロアリール基又はスルホニル基を表す。アルキル基、ア
シル基、アリール基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヘテロアリール基、スルホニル
基は、置換基を有していてもよい。
【０１２６】
　一般式（２）におけるＲ１及びＲ２は、各々置換基を有していてもよい。置換基として
は、前記置換基群Ｖが挙げられる。
【０１２７】
　一般式（２）のＲ１で表されるアルキル基としては、好ましくは炭素数１～６０、より
好ましくは炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０のアルキル基である。具体的
には、例えば、メチル、ｔ－ブチル、ｔ－オクチル、２－エチルヘキシル、シクロヘキシ
ル、ｎ－ヘキサデシル、３－ドデシルオキシプロピル、３－（２’，４’－ｄｉ－ｔｅｒ
ｔ－ペンチルフェノキシ）プロピルなどである。
【０１２８】
　一般式（２）のＲ１で表されるアシル基としては、好ましくは炭素数１～６０、より好
ましくは炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０のアシル基である。具体的には
、例えば、アセチル、ベンゾイル、トリクロロアセチル、フェニルカルボニル基、エチル
カルボニル基などである。
【０１２９】
　一般式（２）のＲ１で表されるアリール基としては、好ましくは炭素数６～６０、より
好ましくは炭素数６～５０、更に好ましくは炭素数６～４０のアリール基である。具体的
には、例えばフェニル、１－ナフチル、ｐ－トリル、ｏ－トリル、４－メトキシフェニル
、４－ヘキサデシルオキシフェニル、３－ペンタデシルフェニル、２，４－ｄｉ－ｔｅｒ
ｔ－ペンチルフェニル、８－キノリル、５－（１－ドデシルオキシカルボニルエトキシカ
ルボニル）－２－クロロフェニルなどである。
【０１３０】
　一般式（２）のＲ１で表されるアルコキシ基としては、好ましくは炭素数１～６０、よ
り好ましくは炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０のアルコキシ基である。具
体的には例えばメトキシ、エトキシ、ブトキシ、メトキシエトキシ、ｎ－オクチルオキシ
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【０１３１】
　一般式（２）のＲ１で表されるアリールオキシ基としては、好ましくは炭素数６～６０
、より好ましくは炭素数６～５０、更に好ましくは炭素数６～４０のアリールオキシ基で
ある。具体的には、例えばフェノキシ、４－ｔｅｒｔ－オクチルフェノキシなどである。
【０１３２】
　一般式（２）のＲ１で表されるヘテロアリール基としては、Ｎ，Ｓ，Ｏ及びＳｅのヘテ
ロ原子を少なくとも一つ含む５員～８員のヘテロアリール基であることが好ましい。具体
的には、例えば４－ピリジル、２－フリル、２－ピロール、２－チアゾリル、３－チアゾ
リル、２－オキサゾリル、２－イミダゾリル、トリアゾリル、テトラゾリル、ベンゾトリ
アゾリル、２－キノリル、３－キノリルなどを挙げることができる。
【０１３３】
　一般式（２）のＲ２で表されるアルキル基としては、好ましくは炭素数１～６０、より
好ましくは炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０のアルキル基である。具体的
には例えば、メチル、ｔ－ブチル、ｔ－オクチル、２－エチルヘキシル、シクロヘキシル
、ｎ－ヘキサデシル、３－ドデシルオキシプロピル、３－（２’，４’－ｄｉｔｅｒｔ－
ペンチルフェノキシ）プロピルなどである。
【０１３４】
　一般式（２）のＲ２で表されるアリール基としては、好ましくは炭素数６～６０、より
好ましくは炭素数６～５０、更に好ましくは炭素数６～４０のアリール基である。具体的
には例えば、フェニル、１－ナフチル、ｐ－トリル、ｏ－トリル、４－メトキシフェニル
、４－ヘキサデシルオキシフェニル、３－ペンタデシルフェニル、２，４－ｄｉ－ｔｅｒ
ｔ－ペンチルフェニル、８－キノリル、５－（１－ドデシルオキシカルボニルエトキシカ
ルボニル）－２－クロロフェニルなどである。
【０１３５】
　一般式（２）のＲ２で表されるヘテロアリール基としては、Ｎ，Ｓ，Ｏ及びＳｅのヘテ
ロ原子を少なくとも一つ含む５員～８員のヘテロアリール基が好ましい。具体的には例え
ば、４－ピリジル、２－フリル、２－ピロール、２－チアゾリル、３－チアゾリル、２－
オキサゾリル、２－イミダゾリル、トリアゾリル、テトラゾリル、ベンゾトリアゾリル、
モルホリニルなど）、アシル基（例えばアセチル、ブタノイル、ドデカノイル、ベンゾイ
ルなどである。
【０１３６】
　一般式（２）のＲ２で表されるスルホニル基としては、好ましくは炭素数１～６０、よ
り好ましくは炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０のスルホニル基である。具
体的にいえば、フェニルスルホニル、メチルスルホニル、エチルスルホニル、プロピルス
ルホニルなどが挙げられる。
【０１３７】
　Ｒ１及びＲ２は同じでも異なっていてもよい。また、Ｒ１とＲ２とが互いに連結して環
を形成してもよい。
【０１３８】
　前記一般式（２）で表される化合物としては、ヒドロキサム酸化合物及びヒドロキシア
ミン化合物からなる群より選択される少なくとも１つの化合物が、塗膜の強度、透明性を
保ちつつ、高い帯電防止性と耐光性、耐久性が得られるという観点から好ましい。
【０１３９】
－ヒドロキサム酸化合物－
　ヒドロキサム酸化合物としては、下記一般式（２－２）で表される化合物が好ましい。
【０１４０】
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【化１５】

【０１４１】
　一般式（２－２）中、Ｒ２１及びＲ２２は、各々独立に、水素原子、置換又は無置換の
アルキル基、アリール基、ヘテロアリール基、アルコキシ基、又はアリールオキシ基であ
り、置換又は無置換の、アルキル基又はアリール基であることが好ましく、置換又は無置
換のアルキル基又はフェニル基であることがより好ましい。これらは無置換でもよいし置
換基を有していてもよい。
【０１４２】
　一般式（２－２）のＲ２１で表されるアルキル基は、炭素数１～６０のアルキル基が好
ましく、炭素数１～５０のアルキル基がより好ましく、炭素数１～４０のアルキル基が更
に好ましい。該アルキル基は、直鎖状、分岐状、環状のいずれであってもよいが、直鎖状
又は分岐状のアルキル基が好ましい。
【０１４３】
　一般式（２－２）のＲ２１で表されるアルキル基は更に置換されていてもよく、該置換
基としては、ポリビニル基、ポリプロピレン基、ポリスチレン基、フッ素原子、塩素原子
、スルホ基、ホスホン基、カルボキシ基、アルコキシカルボニル基、置換されてもよいア
ミノ基又はアンモニウム基が好ましく、ポリビニル基、ポリプロピレン基、ポリスチレン
基、フッ素原子、スルホ基、ホスホン基、カルボキシ基、アルコキシカルボニル基、アミ
ノ基又はアンモニウム基がより好ましく、スルホ基、ホスホン基又はカルボキシ基が更に
好ましい。該置換基としてのポリビニル基、ポリプロピレン基、ポリスチレン基は繰り返
し単位数が、１０～１００，０００であることが好ましく、１０～１０，０００であるこ
とがより好ましく、１０～５，０００であることが粘性の観点から更に好ましい。
【０１４４】
　一般式（２－２）のＲ２１で表されるアリール基は、炭素数６～６０のアリール基が好
ましく、炭素数６～３０のアリール基がより好ましく、フェニル基又はナフチル基が更に
好ましく、フェニル基が特に好ましい。
【０１４５】
　一般式（２－２）のＲ２１で表されるアリール基は更に置換されていてもよく、該置換
基としては、アルキル基、ハロゲン原子、スルホ基若しくはこの塩、ホスホン基、カルボ
キシ基、ハロゲン原子、ヒドロキシ基、ヘテロアリール基又は置換されてもよいアミノ基
が好ましく、アルキル基、ハロゲン原子、スルホ基若しくはこの塩、ホスホン基、カルボ
キシ基、ハロゲン原子又はヒドロキシ基がより好ましく、アルキル基、カルボキシ基又は
ヒドロキシ基が更に好ましい。Ｒ２１で表されるアリール基の置換基としてのアルキル基
は、炭素数１～６０が好ましく、炭素数１～４０がより好ましく、炭素数１～３０が更に
好ましい。
【０１４６】
　Ｒ２１がフェニル基のときの置換基数は、０～５であることが好ましく、０～４である
ことがより好ましい。Ｒ２１がフェニル基の場合の該置換基の置換位置は特に制限されな
いが、好ましくは、一般式（２－２）のカルボニル基に対してメタ位又はパラ位である。
【０１４７】
　一般式（２－２）のＲ２１で表されるヘテロアリール基は、一般式（２）のＲ１で表さ
れるヘテロアリール基と同義であり、好適な範囲も同様である。
【０１４８】
　一般式（２－２）のＲ２１で表されるアルコキシ基は、１～６０が好ましく、炭素数１
～５０がより好ましく、炭素数１～４０が更に好ましい。一般式（２－２）のＲ２１で表
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されるアルコキシ基は更に置換されていてもよく、該置換基としては、ヒドロキシ基、ホ
スホン基、スルホ基、カルボキシ基が挙げられる。
【０１４９】
　一般式（２－２）のＲ２１で表されるアリールオキシ基は、炭素数６～６０のアリール
オキシ基が好ましく、炭素数６～５０のアリールオキシ基がより好ましく、フェニルオキ
シ基、ナフチルオキシ基が更に好ましい。一般式（２－２）のＲ２１で表されるアリール
オキシ基は更に置換されていてもよく、該置換基としては、スルホ基、ホスホン基、カル
ボキシ基及びこれらの塩基、置換されてもよいアミノ基、アルキル基、ヒドロキシ基、ア
リール基又はヘテロアリール基が好ましく、スルホ基、ホスホン基、カルボキシ基、アミ
ノ基、アンモニウム基、ヒドロキシ基又はアルキル基がより好ましい。
【０１５０】
　一般式（２－２）におけるＲ２２は、水素原子、アルキル基、アリール基又はヘテロア
リール基であることが好ましく、水素原子、アルキル基又はアリール基であることがより
好ましく、水素原子、アルキル基又はフェニル基であることが更に好ましい。
【０１５１】
　一般式（２－２）のＲ２２で表されるアルキル基は、炭素数１～６０のアルキル基が好
ましく、炭素数１～５０のアルキル基が好ましく、炭素数１～４０のアルキル基が好まし
い。一般式（２－２）のＲ２で表されるアルキル基は更に置換されていてもよく、該置換
基としては、ヒドロキシ基、ホスホン基、スルホ基、カルボキシ基が挙げられる。
【０１５２】
　一般式（２－２）のＲ２２で表されるアリール基は、炭素数６～６０のアリール基が好
ましく、炭素数６～５０のアリール基がより好ましく、フェニル基、ナフチル基が更に好
ましい。
　一般式（２－２）のＲ２２で表されるアリール基は更に置換されていてもよく、該置換
基としては、スルホ基、ホスホン基、カルボキシ基及びこれらの塩基、置換されてもよい
アミノ基、アルキル基、ヒドロキシ基、アリール基、ヘテロアリール基が好ましく、スル
ホ基、ホスホン基、カルボキシ基、アミノ基、アンモニウム基、ヒドロキシ基、アルキル
基がより好ましい。Ｒ２で表されるアリール基の置換基としてのアルキル基は、炭素数１
～６０が好ましく、炭素数１～５０がより好ましく、炭素数１～４０が更に好ましい。
【０１５３】
　一般式（２－２）のＲ２２がフェニル基のときの置換基数は、０～４であることが好ま
しく、０～３であることがより好ましい。一般式（２－２）のＲ２２がフェニル基の場合
の該置換基の置換位置は特に制限されないが、好ましくは、一般式（２－２）のカルボニ
ル基に対してメタ位又はパラ位である。
【０１５４】
　一般式（２－２）のＲ２２で表されるヘテロアリール基は、一般式（１）のＲ２で表さ
れるヘテロアリール基と同義であり、好適な範囲も同様である。
【０１５５】
－ヒドロキシアミン化合物－
　ヒドロキシアミン化合物としては、下記一般式（２－３）で表される化合物が好ましい
。
【０１５６】
【化１６】

【０１５７】
　一般式（２－３）中、Ｒ３１及びＲ３２は各々独立に、水素原子、置換又は無置換の、
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アルキル基、アリール基、ヘテロアリール基、アルコキシ基又はアリールオキシ基であり
、水素原子、置換又は無置換の、アルキル基又はアリール基であることが好ましく、水素
原子、置換又は無置換の、アルキル基又はフェニル基であることがより好ましい。
【０１５８】
　一般式（２－３）のＲ３１又はＲ３２で表されるアルキル基は、炭素数１～６０のアル
キル基が好ましく、炭素数１～５０のアルキル基がより好ましく、炭素数１～４０のアル
キル基が更に好ましい。Ｒ３１とＲ３２は互いに連結して環を形成してもよい。
【０１５９】
　一般式（２－３）のＲ３１又はＲ３２で表されるアルキル基は更に置換されていてもよ
く、該置換基としては、ヒドロキシ基、スルホ基、ホスホン基、カルボキシ基、ポリビニ
ル基、ポリプロピレン基又はポリスチレン基が好ましく、ヒドロキシ基、スルホ基、ホス
ホン基、カルボキシ基、アミノ基、アンモニウム基、ポリビニル基、ポリプロピレン基又
はポリスチレン基がより好ましく、ヒドロキシ基、スルホ基、ホスホン基又はカルボキシ
基が更に好ましい。該置換基としてのポリビニル基、ポリプロピレン基、ポリスチレン基
は繰り返し単位数が、１０～１００，０００であることが好ましく、１０～１０，０００
であることがより好ましく、１０～５，０００であることが粘度の観点から更に好ましい
。
【０１６０】
　一般式（２－３）のＲ３１又はＲ３２で表されるアリール基は、炭素数６～６０のアリ
ール基が好ましく、炭素数６～５０のアリール基がより好ましく、フェニル基又はナフチ
ル基が更に好ましい。
【０１６１】
　一般式（２－３）のＲ３１又はＲ３２で表されるアリール基は更に置換されていてもよ
く、該置換基としては、スルホ基、ホスホン基、カルボキシ基、アルキル基、アリール基
、ヒドロキシ基、又は置換されてもよいアミノ基が好ましく、スルホ基、ホスホン基、カ
ルボキシ基、アルキル基、又はヒドロキシ基がより好ましく、スルホ基、カルボキシ基、
又はヒドロキシ基が更に好ましい。Ｒ３１又はＲ３２で表されるアリール基の置換基とし
てのアルキル基は、炭素数１～６０が好ましく、炭素数１～５０がより好ましく、炭素数
１～４０が更に好ましい。
【０１６２】
　Ｒ３１がフェニル基のときの置換基数は、０～５であることが好ましく、０～４である
ことがより好ましい。Ｒ３１又はＲ３２がフェニル基の場合の該置換基の置換位置は特に
制限されないが、好ましくは、一般式（２－３）の窒素原子に対してパラ位である。
【０１６３】
　一般式（２－３）のＲ３１又はＲ３２で表されるヘテロアリール基は、一般式（１）の
Ｒ２で表されるヘテロアリール基と同義であり、好適な範囲も同様である。
【０１６４】
　一般式（２－３）のＲ３１又はＲ３２で表されるアルコキシ基は、１～６０が好ましく
、炭素数１～５０がより好ましく、炭素数１～４０が更に好ましい。一般式（２－３）の
Ｒ３２で表されるアルコキシ基は更に置換されていてもよく、該置換基としては、ヒドロ
キシ基、ホスホン基、スルホ基、又はカルボキシ基が挙げられる。
【０１６５】
　一般式（２－３）のＲ３１又はＲ３２で表されるアリールオキシ基は、炭素数６～６０
のアリールオキシ基が好ましく、炭素数６～５０のアリールオキシ基がより好ましく、フ
ェニルオキシ基、又はナフチルオキシ基が更に好ましい。一般式（２－３）のＲ３２で表
されるアリールオキシ基は更に置換されていてもよく、該置換基としては、スルホ基、ホ
スホン基、カルボキシ基及びこれらの塩基、置換されてもよいアミノ基、アルキル基、ヒ
ドロキシ基、アリール基、又はヘテロアリール基が好ましく、スルホ基、ホスホン基、カ
ルボキシ基、アミノ基、アンモニウム基、ヒドロキシ基、又はアルキル基がより好ましい
。



(34) JP 5380211 B2 2014.1.8

10

20

30

40

【０１６６】
　Ｒ３１及びＲ３２は同一でも異なっていてもよいが、入手しやすさからは、Ｒ３１及び
Ｒ３２が同一のものである。
【０１６７】
　以下に本発明に用いられる一般式（２）で表される化合物の具体例を示すが、本発明の
一般式（２）で表される化合物はこれら具体例に限定されない。
【０１６８】
【化１７】

【０１６９】
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【化１８】

【０１７０】
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【化１９】

【０１７１】
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【化２０】

【０１７２】
　一般式（２）で表される化合物は、公知の方法によって合成することができる。具体的
には、カルボン酸ハロゲン化物又はカルボン酸エステルに、ヒドロキシルアミンを反応さ
せて合成する方法が好適に用いられる。また、一般式（２）で表される化合物は、市販品
として入手可能なものもあり、例えば、アセトヒドロキサム酸(東京化成製)、Ｎ－メチル
フロヒドロキサム酸(東京化成製)、ベンゾヒドロキサム酸(東京化成製)、オクタノヒドロ
キサム酸(東京化成製)などがある。
【０１７３】
　本発明に係る一般式（２）で表される化合物と導電性ポリマーの比率は、いかなるもの
であってもよいが、高い導電性と高い耐久性の両立の観点から、好ましくは、質量比で、
一般式（２）で表される化合物：導電性ポリマー＝０．０１：１．０～１００：１の範囲
であり、より好ましくは０．０５：１．０～１０：１の範囲であり、更に好ましくは、０
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．０５：１．０～５．０：１．０の範囲である。
【０１７４】
　前記式（２）で表される化合物の添加方法は、いかなるものであってもよい。好ましく
は、導電性ポリマーを含有する分散液と、前記式（２）で表される化合物を溶解した溶液
とを混ぜ合わせる方法である。詳細は後述する。
【０１７５】
＜化合物（３）＞
　化合物（３）は、３価のリン化合物を含有する。３価のリン化合物は、前記本発明の導
電性ポリマーと並存させても凝集を引き起こさない。よって、３価のリン化合物と前記導
電性ポリマーとを含有する組成物を用いて形成した帯電防止層は、高い透明性及び優れた
帯電防止性を示し、加えて光耐久性に優れる。なお、ポリリン酸を添加した場合には導電
性ポリマーを凝集させるのに対して、３価のリン化合物では凝集を引き起こさない。これ
は、３価のリン化合物を添加しても導電性ポリマー組成物のｐＨが変化しないためと推測
される。しかしながら、本発明はこのような推測によって限定されない。
【０１７６】
　前記３価のリン化合物としては、下記一般式（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＩＩＩ）又は（ＩＶ
）で表される化合物が好ましい。
【０１７７】
【化２１】

【０１７８】
　一般式（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＩＩＩ）及び（ＩＶ）中、Ｒ１，Ｒ２，Ｒ３，Ｒ４，Ｒ５

，Ｒ６，Ｒ７，Ｒ８，Ｒ９，Ｒ１０，Ｒ１１及びＲ１２は、各々独立に、水素原子、置換
又は無置換の、アルキル基、アリール基、又はヘテロアリール基を表す。これらは、置換
又は無置換の、アルキル基、アリール基、又はヘテロアリール基であることが高い光耐久
性を与えるという観点から好適であり、置換又は無置換のアルキル基であることが溶解性
の観点からより好適である。
【０１７９】
　また、Ｒ１，Ｒ２，Ｒ３，Ｒ４，Ｒ５，Ｒ６，Ｒ７，Ｒ８，Ｒ９，Ｒ１０，Ｒ１１及び
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Ｒ１２は互いに連結して環を形成してもよい。
　Ｒ１～Ｒ１２で表されるアルキル基、アリール基及びヘテロアリール基は、各々置換基
を有していてもよい。置換基としては、前記置換基群Ｖが挙げられる。
【０１８０】
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるアルキル基としては、好ましくは炭素数１～６０、より好
ましくは炭素数１～５０、更に好ましくは炭素数１～４０の置換又は無置換のアルキル基
である。
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるアルキル基は、直鎖状、分岐鎖状、環状のいずれであって
もよいが、コスト、溶解性の観点から、直鎖状、分岐鎖状のアルキル基が好適である。
【０１８１】
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるアルキル基の置換基としては、上記置換基群Ｖの中でも、
アルキル基、アリール基、アルコキシ基、ハロゲン原子、ヒドロキシ基、置換若しくは無
置換のアミノ基、カルボキシル基、リン酸基、スルホ基が好ましく、アルキル基、アルコ
キシ基、ヒドロキシ基、置換のアミノ基、カルボキシル基、リン酸基、スルホ基がより好
ましく、ヒドロキシ基、置換アミノ基、リン酸基、スルホ基が更に好ましい。
【０１８２】
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるアルキル基は、具体的には、例えば、メチル、エチル、プ
ロピル、ブチル、ペンチル、オクチル、２－エチルヘキシル、シクロヘキシル、ヘキサデ
シル、３－ドデシルオキシプロピル、３－（２’，４’－ｄｉ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェ
ノキシ）プロピルなどである。
【０１８３】
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるアリール基としては、好ましくは炭素数６～６０、より好
ましくは炭素数６～５０、更に好ましくは炭素数６～４０の置換又は無置換のアリール基
である。
【０１８４】
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるアリール基の置換基としては、上記置換基群Ｖの中でも、
アルキル基、アリール基、アルコキシ基、ハロゲン原子、ヒドロキシ基、置換若しくは無
置換のアミノ基、カルボキシル基、リン酸基、スルホ基が好ましく、アルキル基、アルコ
キシ基、ヒドロキシ基、置換のアミノ基、カルボキシル基、リン酸基、スルホ基がより好
ましく、ヒドロキシ基、置換アミノ基、リン酸基、スルホ基が更に好ましい。
【０１８５】
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるアリール基がフェニル基の場合、前記置換基のフェニル基
における置換位置は特に制限されないが、置換基が１個の場合は４位に置換基を有するこ
とが高い光耐久性を与えるという観点から好ましく、置換基が２個の場合は２，６－位、
３，５－位に置換基を有することが好ましい。
【０１８６】
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるアリール基は、具体的には、例えばフェニル、１－ナフチ
ル、ｐ－トリル、ｏ－トリル、４－メトキシフェニル、４－ヘキサデシルオキシフェニル
、３－ペンタデシルフェニル、２，４－ｄｉ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェニル、８－キノリ
ル、５－（１－ドデシルオキシカルボニルエトキシカルボニル）－２－クロロフェニルな
どである。
【０１８７】
　上記Ｒ１～Ｒ１２で表されるヘテロアリール基としては、Ｎ，Ｓ，Ｏ及びＳｅのヘテロ
原子を少なくとも一つ含む５員～８員のヘテロアリール基であることが好ましい。具体的
には、例えば４－ピリジル、２－フリル、２－ピロール、２－チアゾリル、３－チアゾリ
ル、２－オキサゾリル、２－イミダゾリル、トリアゾリル、テトラゾリル、ベン
ゾトリアゾリル、２－キノリル、３－キノリルなどである。
【０１８８】
　３価のリン化合物としては、溶解性の観点から、一般式（Ｉ）で表わされる化合物が好
ましい。一般式（Ｉ）におけるＲ１，Ｒ２及びＲ３は、同一でも異なっていてもよいが、
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コスト及び入手の容易性の観点から同一であることが好ましい。一般式（Ｉ）におけるＲ

１，Ｒ２及びＲ３は、置換又は無置換のアルキル基であることが溶解性の観点から好適で
あり、置換基を有さないアルキル基であることがコストの観点からより好適である。
【０１８９】
　３価のリン化合物は塩化合物であってもよい。そのような塩を形成する官能基としては
、アンモニウム基、スルホニウム基が挙げられる。対イオンとしては、アンモニウム基の
場合にはアニオン性の対イオン（例えば、Ｃｌ－，Ｂｒ－，Ｉ－，ＣｌＯ４

－，ＰＦ６
－

，ＡｓＦ６
－，ＳｂＦ６

－，ＢＦ４
－，各種スルホン酸アニオンなど）、スルホニウム基

の場合にはカチオン性の対イオン（たとえばＮａ＋、Ｋ＋、Ｍｇ２＋など）が挙げられる
。
【０１９０】
　以下に本発明に用いられる３価のリン化合物の具体例を示すが、これら具体例に限定さ
れない。
【０１９１】

【化２２】

【０１９２】
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【０１９３】



(42) JP 5380211 B2 2014.1.8

10

20

30

40

【化２４】

【０１９４】
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【０１９５】
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【０１９６】
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【０１９７】
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【化２８】

【０１９８】
　３価のリン化合物は、公知の方法によって合成することができる。具体的には、G.M. K
osolapoff L. Maier 編、Organic Phosphorus Compounds、John Wiley & Sons Inc、1973
年、特開２００４－２５６４５６号に記載の方法が好適に用いられる。また、３価のリン
化合物は、市販品として入手可能なものもあり、例えば、Phosphorous Acid Tris(2-chlo
roethyl) Ester（東京化成製）、Tris(2-ethylhexyl) Phosphite（東京化成製）、Trihex
yl Phosphite（東京化成製）、Triisodecyl Phosphite（東京化成製）、Trimethyl Phosp
hite（東京化成製）、Tri-n-octadecyl Phosphite（東京化成製）、Trimethylolpropane 
Phosphite（東京化成製）、1,2-Bis(dimethylphosphino)ethane（東京化成製）、Tributy
lphosphine（東京化成製）、Tri-n-octylphosphine（東京化成製）、Trihexylphosphine
（東京化成製）、Tricyclohexylphosphine（東京化成製）、Tris(2-carboxyethyl)phosph
ine Hydrochloride（東京化成製）、が挙げられる。
【０１９９】
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　３価のリン化合物と導電性ポリマーの配合比率は、いかなるものであってもよいが、高
い導電性と高い耐久性の両立の観点から、好ましくは、質量比で、３価のリン化合物：導
電性ポリマー＝０．０１：１．０～１００：１の範囲であり、より好ましくは０．０５：
１．０～１０：１の範囲であり、更に好ましくは、０．０５：１．０～５．０：１．０の
範囲である。
【０２００】
　３価のリン化合物の添加方法は、いかなるものであってもよい。好ましくは、導電性ポ
リマーを含有する分散液と、３価のリン化合物を溶解した溶液とを混ぜ合わせる方法であ
る。詳細は後述する。
【０２０１】
　化合物（１）～化合物（３）で示される化合物はそれぞれを併用することが耐光性、耐
熱性を向上させる点で好ましい。中でも化合物（１）と化合物（２）、化合物（１）と化
合物（３）を併用することが好ましい。
　化合物（１）と化合物（２）を併用する場合、化合物（１）と化合物（２）の配合比率
は、いかなるものであってもよいが、化合物（１）：化合物（２）＝１０：１～１：１０
の範囲が好ましく、５：１～１：１の範囲がより好ましい。
　化合物（１）と化合物（３）を併用する場合、化合物（１）と化合物（３）の配合比率
は、いかなるものであってもよいが、化合物（１）：化合物（３）＝１０：１～１：１０
の範囲が好ましく、５：１～１：１の範囲がより好ましい。
【０２０２】
〔その他の添加物〕
－ドーパント－
　本発明の帯電防止層には、少なくとも一種のドーパントを含有することが、帯電防止層
を形成するための組成物を調製する際の溶媒への分散性が改善されるという観点から好ま
しい。帯電防止層の形成は、後述のように塗布によることが好ましく、分散性が良好な分
散液（組成物）を得ることは製造の観点から重要である。なお本発明においてドーパント
とは、導電性ポリマーの導電性を変化させる作用を有する添加物を意味する。このような
ドーパントとしては、電子受容性（アクセプター）ドーパント、電子供与性（ドナー）ド
ーパントが挙げられる。
【０２０３】
　電子受容性（アクセプター）ドーパントの例としては、ハロゲン（Ｃｌ２，Ｂｒ２，Ｉ

２，ＩＣｌ，ＩＣｌ３，ＩＢｒ，ＩＦ）、ルイス酸（ＰＦ５，ＡｓＦ５，ＳｂＦ５，ＢＦ

３，ＢＣｌ３，ＢＢｒ３，ＳＯ３）、プロトン酸（ＨＦ，ＨＣｌ，ＨＮＯ３，Ｈ２ＳＯ４

，ＨＣｌＯ４，ＦＳＯ３Ｈ，ＣＩＳＯ３Ｈ，ＣＦ３ＳＯ３Ｈ，各種有機酸，アミノ酸など
）、遷移金属化合物（ＦｅＣｌ３，ＦｅＯＣｌ，ＴｉＣｌ４，ＺｒＣｌ４，ＨｆＣｌ４，
ＮｂＦ５，ＮｂＣｌ５，ＴａＣｌ５，ＭｏＦ５，ＭｏＣｌ５，ＷＦ６，ＷＣｌ６，ＵＦ６

，ＬｎＣｌ３（Ｌｎ＝Ｌａ，Ｃｅ，Ｐｒ，Ｎｄ，Ｓｍなどのランタノイド）、電解質アニ
オン（Ｃｌ－，Ｂｒ－，Ｉ－，ＣｌＯ４

－，ＰＦ６
－，ＡｓＦ６

－，ＳｂＦ６
－，各種ス

ルホン酸アニオン）、その他Ｏ２，ＸｅＯＦ４，（ＮＯ２
－，ＢＦ４

＋）（ＳｂＦ６
－）

，（ＮＯ２
＋）（ＳｂＣｌ６

－），（ＮＯ２
＋）（ＢＦ４

－），ＦＳＯ２ＯＯＳＯ２Ｆ，
ＡｇＣｌＯ４，Ｈ２ＩｒＣｌ６，Ｌａ（ＮＯ３）３・６Ｈ２Ｏ等が挙げられる。
【０２０４】
　電子供与性（ドナー）ドーパントの例としてはアルカリ金属（Ｌｉ，Ｎａ，Ｋ，Ｒｂ，
Ｃｓ）、アルカリ土類金属（Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）、ランタノイド（Ｅｕなど）、その他（
Ｒ４Ｎ＋，Ｒ４Ｐ＋，Ｒ４Ａｓ＋，Ｒ３Ｓ＋，アセチルコリン、ここでＲは置換又は無置
換の炭化水素基）等が挙げられる。
【０２０５】
　ドーパントと前記導電性ポリマーとの組み合わせとしては、例えば：
　　（Ａ）　ポリアセチレンとＩ２，ＡｓＦ５，ＦｅＣｌ３など；
　　（Ｂ）　ポリ（ｐ－フェニレン）とＡｓＦ５，Ｋ，ＡｓＦ６

－など；
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　　（Ｃ）　ポリピロールとＣｌＯ４
－など；

　　（Ｄ）　ポリチオフェン類とＣｌＯ４
－，スルホン酸化合物、とくにポリスチレンス

ルホン酸、ニトロソニウム塩、アミニウム塩、キノン類など；
　　（Ｅ）　ポリイソチアナフテンとＩ２など；
　　（Ｆ）　ポリ（ｐ－フェニレンサルファイド）とＡｓＦ５；
　　（Ｇ）　ポリ（ｐ－フェニレンオキシド）とＡｓＦ５；
　　（Ｈ）　ポリアニリンとＨＣｌ、ドデシルベンゼンスルホン酸など；
　　（Ｉ）　ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）とＨ２ＳＯ４など；
　　（Ｊ）　ポリチオフェニレンビニレンとＩ２など；
　　（Ｋ）　ニッケルフタロシアニンとＩ２など；
等が挙げられる。
【０２０６】
　これらの組み合わせの中でも、好ましくは前記（Ｄ）又は（Ｈ）の組み合わせであり、
より好ましくは、ドープ状態の安定性が高いという観点から、ポリチオフェン類（ポリチ
オフェン及びその誘導体）とスルホン酸化合物の組み合わせであり、更に好ましくは、水
分散液が調整可能であり、塗布により簡便に導電性薄膜が調整できるという観点から、ポ
リチオフェン類とポリスチレンスルホン酸の組み合わせである。
【０２０７】
　導電性ポリマーとドーパントの比率は、いかなるものであってもよいが、ドープ状態の
安定性と導電性を両立させるという観点から、好ましくは、質量比で、導電性ポリマー：
ドーパント＝１．０：０．００００００１～１．０：１０の範囲であり、好ましくは１．
０：０．００００１～１．０：１．０の範囲、より好ましくは１．０：０．０００１～１
．０：０．５の範囲である。
【０２０８】
　一方、導電性ポリマーの分散性を高めるために、高分子鎖に電解質をドープしたイオン
導電性ポリマーとしてもよい。該高分子鎖の例としては、ポリエーテル（ポリエチレンオ
キシド、ポリプロピレンオキシドなど）、ポリエステル（ポリエチレンサクシネート、ポ
リ－β－プロピオラクトンなど）、ポリアミン（ポリエチレンイミンなど）、ポリスルフ
ィド（ポリアルキレンスルフィドなど）などが挙げられ、ドープされた電解質としては各
種アルカリ金属塩などが挙げられる。
【０２０９】
　前記アルカリ金属塩を構成するアルカリ金属イオンとしてはＬｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｒ
ｂ＋、Ｃｓ＋などが、対塩を形成するアニオンとしてはＦ－、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、Ｎ
Ｏ３

－、ＳＣＮ－、ＣｌＯ４
－、ＣＦ３ＳＯ３

－、ＢＦ４
－、ＡｓＦ６

－、ＢＰｈ４
－な

どが挙げられる。
【０２１０】
　高分子鎖とアルカリ金属塩の組み合わせとしては、例えばポリエチレンオキシドとＬｉ
ＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＣｌＯ４など、ポリエチレンサクシネートとＬｉＣｌＯ４、ＬｉＢＦ

４、ポリ－β－プロピオラクトンとＬｉＣｌＯ４など、ポリエチレンイミンとＮａＣＦ３

ＳＯ３、ＬｉＢＦ４など、ポリアルキレンスルフィドとＡｇＮＯ３などが挙げられる。
【０２１１】
－光重合開始剤－
　本発明における帯電防止層を形成するための組成物は、光重合開始剤を含有することが
好ましい。光重合開始剤としては、アセトフェノン類、ベンゾイン類、ベンゾフェノン類
、ホスフィンオキシド類、ケタール類、アントラキノン類、チオキサントン類、アゾ化合
物、過酸化物類、２，３－ジアルキルジオン化合物類、ジスルフィド化合物類、フルオロ
アミン化合物類、芳香族スルホニウム類、ロフィンダイマー類、オニウム塩類、ボレート
塩類、活性エステル類、活性ハロゲン類、無機錯体、クマリン類などが挙げられる。光重
合開始剤の具体例、及び好ましい態様、市販品などは、特開２００９－０９８６５８号公
報の段落［０１３３］～［０１５１］に記載されており、本発明においても同様に好適に
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用いることができる。
【０２１２】
　「最新ＵＶ硬化技術」｛（株）技術情報協会｝（１９９１年）、ｐ．１５９、及び、「
紫外線硬化システム」加藤清視著（平成元年、総合技術センター発行）、ｐ．６５～１４
８にも種々の例が記載されており本発明に有用である。
【０２１３】
（界面活性剤）
　本発明の帯電防止層には各種の界面活性剤を使用することが好ましい。一般的に界面活
性剤は乾燥風の局所的な分布による乾燥バラツキに起因する膜厚ムラ等を抑制するために
添加される。本発明では上記効果に加えて材料の相溶性に起因すると考えられる帯電防止
層の表面凹凸や塗布物のハジキを改良できることがわかった。特に耐久性（耐光性、耐熱
性、耐湿熱性）を改良すべく（Ｃ）成分を添加した場合塗膜の表面が荒れる場合があり、
界面活性剤を併用することでそれを抑制し、導電性と耐久性を高いレベルで両立すること
が可能となる。
【０２１４】
　界面活性剤としては、具体的にはフッ素系界面活性剤、又はシリコーン系界面活性剤が
好ましい。また、界面活性剤は、低分子化合物よりもオリゴマーやポリマーであることが
好ましい。
【０２１５】
　界面活性剤を添加すると、塗布された液膜の表面に界面活性剤が速やかに移動して偏在
化し、膜乾燥後も界面活性剤がそのまま表面に偏在することになるので、界面活性剤を添
加した帯電防止層の表面エネルギーは、界面活性剤によって低下する。帯電防止層の膜厚
不均一性やハジキ、ムラを防止するという観点からは、膜の表面エネルギーが低いことが
好ましい。
【０２１６】
　層の表面エネルギー（γｓｖ：単位、ｍＪ／ｍ２）は、Ｄ．Ｋ．Ｏｗｅｎｓの“Ｊ．Ａ
ｐｐｌ．Ｐｏｌｙｍ．Ｓｃｉ．”、１３巻、ｐ．１７４１（１９６９年）を参考に、層上
で、純水Ｈ２Ｏとヨウ化メチレンＣＨ２Ｉ２を用いて実験的に求めることができる。この
とき、純水とヨウ化メチレンのそれぞれの接触角をθＨ２Ｏ、θＣＨ２Ｉ２として、下記
の連立方程式（１），（２）によりγｓｄ及びγｓｈを求め、その和で表される値γｓｖ

（＝γｓｄ＋γｓｈ）により防眩層の表面張力のエネルギー換算値（ｍＮ／ｍ単位をｍＪ
／ｍ２単位としたもの）として定義する。サンプルは、測定する前に所定の温湿度条件で
一定時間以上調湿を行うことが必要である。この際の温度は２０℃～２７℃、湿度は５０
～６５ＲＨ％の範囲であることが好ましく、調湿時間は２時間以上であることが好ましい
。
　（１）１＋ｃｏｓθＨ２Ｏ＝２√γｓｄ（√γＨ２Ｏｄ／γＨ２Ｏｖ）＋２√γｓｈ（
√γＨ２Ｏｈ／γＨ２Ｏｖ）
　（２）１＋ｃｏｓθＣＨ２Ｉ２＝２√γｓｄ（√γＣＨ２Ｉ２ｄ／γＣＨ２Ｉ２ｖ）＋
２√γｓｈ（√γＣＨ２Ｉ２ｈ／γＣＨ２Ｉ２ｖ）
　ここで、γＨ２Ｏ

ｄ＝２１．８°、γＨ２Ｏ
ｈ=５１．０°、γＨ２Ｏ

ｖ＝７２．８°
、γＣＨ２Ｉ２

ｄ＝４９．５°、γＣＨ２Ｉ２
ｈ＝１．３°、γＣＨ２Ｉ２

ｖ＝５０．８
°である。
【０２１７】
　帯電防止層の好ましい表面エネルギーは、４５ｍＪ／ｍ２以下の範囲であり、２０～４
５ｍＪ／ｍ２の範囲がより好ましく、２０～４０ｍＪ／ｍ２の範囲が更に好ましい。層の
表面エネルギーを４５ｍＪ／ｍ２以下とすることにより、該帯電防止層上の膜厚均一化や
ハジキ改良という効果が得られる。ただし、界面活性剤を添加する層の上に更に低屈折率
層などの上層を塗布する場合には、界面活性剤は上層へ溶出・移動するものであることが
好ましく、界面活性剤を添加する層の上層塗布液の溶媒（例えば、メチルエチルケトン、
メチルイソブチルケトン、トルエン、シクロヘキサノン等）で該層を浸漬、洗い流した後
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の該層の表面エネルギーは、むしろ高いことが好ましく、表面エネルギー３５～７０ｍＪ
／ｍ２であることが好ましい。
【０２１８】
　フッ素系界面活性剤の好ましい態様、及び具体例は、特開２００７－１０２２０６号公
報の段落番号［００２３］～［００８０］に記載されており、本発明においても同様であ
る。
【０２１９】
　シリコーン系化合物の好ましい例としては、ジメチルシリルオキシ単位を繰り返し単位
として複数個含む、化合物鎖の末端及び／又は側鎖に置換基を有するものが挙げられる。
ジメチルシリルオキシを繰り返し単位として含む化合物鎖中にはジメチルシリルオキシ以
外の構造単位を含んでもよい。置換基は同一であっても異なっていてもよく、複数個ある
ことが好ましい。好ましい置換基の例としてはポリエーテル基、アルキル基、アリール基
、アリールオキシ基、アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニル基、アリール基、シン
ナモイル基、エポキシ基、オキセタニル基、水酸基、フルオロアルキル基、ポリオキシア
ルキレン基、カルボキシル基、アミノ基などを含む基が挙げられる。
【０２２０】
　分子量に特に制限はないが、１０万以下であることが好ましく、５万以下であることが
より好ましく、１０００～３００００であることが特に好ましく、１０００～２００００
であることが最も好ましい。
【０２２１】
　シリコーン系化合物のシリコーン原子含有量には特に制限はないが１８．０質量％以上
であることが好ましく、２５．０～３７．８質量％であることが特に好ましく、３０．０
～３７．０質量％であることが最も好ましい。
【０２２２】
　好ましいシリコーン系化合物の例としては、信越化学工業（株）製の“Ｘ－２２－１７
４ＤＸ”、“Ｘ－２２－２４２６”、“Ｘ－２２－１６４Ｂ”、“Ｘ２２－１６４Ｃ”、
“Ｘ－２２－１７０ＤＸ”、“Ｘ－２２－１７６Ｄ”、“Ｘ－２２－１８２１”（以上商
品名）；チッソ（株）製の“ＦＭ－０７２５”、“ＦＭ－７７２５”、“ＦＭ－４４２１
”、“ＦＭ－５５２１”、“ＦＭ－６６２１”、“ＦＭ－１１２１”（以上商品名）；Ｇ
ｅｌｅｓｔ製の“ＤＭＳ－Ｕ２２”、“ＲＭＳ－０３３”、“ＲＭＳ－０８３”、“ＵＭ
Ｓ－１８２”、“ＤＭＳ－Ｈ２１”、“ＤＭＳ－Ｈ３１”、“ＨＭＳ－３０１”、“ＦＭ
Ｓ１２１”、“ＦＭＳ１２３”、“ＦＭＳ１３１”、“ＦＭＳ１４１”、“ＦＭＳ２２１
”（以上商品名）；東レ・ダウコーニング（株）製の“ＳＨ２００”、“ＤＣ１１ＰＡ”
、“ＳＨ２８ＰＡ”、“ＳＴ８０ＰＡ”、“ＳＴ８６ＰＡ”、“ＳＴ９７ＰＡ”、“ＳＨ
５５０”、“ＳＨ７１０”、“Ｌ７６０４”、“ＦＺ－２１０５”、“ＦＺ２１２３”、
“ＦＺ２１６２”、“ＦＺ－２１９１”、“ＦＺ２２０３”、“ＦＺ－２２０７”、“Ｆ
Ｚ－３７０４”、“ＦＺ－３７３６”、“ＦＺ－３５０１”、“ＦＺ－３７８９”、“Ｌ
－７７”、“Ｌ－７２０”、“Ｌ－７００１”、“Ｌ－７００２”、“Ｌ－７６０４”、
“Ｙ－７００６”、“ＳＳ－２８０１”、“ＳＳ－２８０２”、“ＳＳ－２８０３”、“
ＳＳ－２８０４”、“ＳＳ－２８０５”（以上商品名）；モメンティブ・パフォーマンス
・マテリアルズ・ジャパン製の“ＴＳＦ４００”、“ＴＳＦ４０１”、“ＴＳＦ４１０”
、“ＴＳＦ４３３”、“ＴＳＦ４４５０”、“ＴＳＦ４４６０”（以上商品名）；などが
挙げられるがこれらに限定されるものではない。
【０２２３】
－透光性粒子－
　本発明の帯電防止層には、防眩性（表面散乱性）や内部散乱性を付与するため、各種の
透光性粒子を用いることができる。
【０２２４】
　透光性粒子は有機粒子であっても、無機粒子であってもよい。粒径にばらつきがないほ
ど、散乱特性にばらつきが少なくなり、ヘイズ値の設計が容易となる。透光性粒子として
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は、プラスチックビーズが好適であり、特に透明度が高く、バインダーとの屈折率差が前
述のような数値になるものが好ましい。
　有機粒子としては、ポリメチルメタクリレート粒子（屈折率１．４９）、架橋ポリ（ア
クリル－スチレン）共重合体粒子（屈折率１．５４）、メラミン樹脂粒子（屈折率１．５
７）、ポリカーボネート粒子（屈折率１．５７）、ポリスチレン粒子（屈折率１．６０）
、架橋ポリスチレン粒子（屈折率１．６１）、ポリ塩化ビニル粒子（屈折率１．６０）、
ベンゾグアナミン－メラミンホルムアルデヒド粒子（屈折率１．６８）等が用いられる。
　無機粒子としては、シリカ粒子（屈折率１．４４）、アルミナ粒子（屈折率１．６３）
、ジルコニア粒子、チタニア粒子、また中空や細孔を有する無機粒子が挙げられる。
【０２２５】
　なかでも架橋ポリスチレン粒子、架橋ポリ（（メタ）アクリレート）粒子、架橋ポリ（
アクリル－スチレン）粒子が好ましく用いられ、これらの粒子の中から選ばれた各透光性
粒子の屈折率にあわせてバインダーの屈折率を調整することにより、本発明の内部ヘイズ
、表面ヘイズ、中心線平均粗さを達成することができる。
　更に、３官能以上の（メタ）アクリレートモノマーを主成分としたバインダー（硬化後
の屈折率が１．５０～１．５３）とアクリル含率５０～１００重量パーセントである架橋
ポリ（メタ）アクリレート重合体からなる透光性粒子を組み合わせて用いることが好まし
く、特にバインダーと架橋ポリ（スチレン－アクリル）共重合体からなる透光性粒子（屈
折率が１．４８～１．５４）との組合せが好ましい。
【０２２６】
　本発明におけるバインダー成分（透光性粒子以外の成分を混合したもの）と透光性粒子
の屈折率は、１．４５～１．７０であることが好ましく、より好ましくは１．４８～１．
６５である。
　また、本発明においては、バインダーと透光性粒子との屈折率の差（透光性粒子の屈折
率－バインダーの屈折率）は、絶対値として好ましくは０．００１～０．０３０であり、
より好ましくは０．００１～０．０２０、更に好ましくは０．００１～０．０１５である
。この差が０．０３０を超えると、フィルム文字ボケ、暗室コントラストの低下、表面の
白濁等の問題が生じる。屈折率差を前記範囲とするには、バインダー及び透光性粒子の種
類及び量割合を適宜選択すればよい。どのように選択するかは、予め実験的に容易に知る
ことができる。
【０２２７】
　ここで、バインダーの屈折率は、アッベ屈折計で直接測定するか、分光反射スペクトル
や分光エリプソメトリーを測定するなどして定量評価できる。前記透光性粒子の屈折率は
、屈折率の異なる２種類の溶媒の混合比を変化させて屈折率を変化させた溶媒中に透光性
粒子を等量分散して濁度を測定し、濁度が極小になった時の溶媒の屈折率をアッベ屈折計
で測定することで測定される。
【０２２８】
　上記のような透光性粒子の場合には、バインダー中で透光性粒子が沈降し易いので、沈
降防止のためにシリカ等の無機フィラーを添加してもよい。なお、無機フィラーは添加量
が増す程、透光性粒子の沈降防止に有効であるが、塗膜の透明性に悪影響を与える。従っ
て、好ましくは、粒径０．５μｍ以下の無機フィラーを、バインダーに対して塗膜の透明
性を損なわない程度に、０．１質量％未満程度含有させるとよい。
【０２２９】
　透光性粒子の平均粒子径（体積基準）は０．５～２０μｍが好ましく、より好ましくは
２．０～１５．０μｍである。平均粒径が０．５μｍ未満であると、光の散乱角度分布が
広角にまで広がるため、ディスプレイの文字ボケを引き起こしたりするため、好ましくな
い。一方、２０μｍを超えると、添加する層の膜厚を厚くする必要が生じ、カールやコス
ト上昇といった問題が生じる。
【０２３０】
　また、粒子径の異なる２種以上の透光性粒子を併用して用いてもよい。より大きな粒子
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径の透光性粒子で防眩性を付与し、より小さな粒子径の透光性粒子で表面のザラツキ感を
低減することが可能である。
【０２３１】
　前記透光性粒子は、添加層全固形分中に３～３０質量％含有されるように配合される。
より好ましくは５～２０質量％である。３質量％未満であると、添加効果が不足し、３０
質量％を超えると、画像ボケや表面の白濁やギラツキ等の問題が生じる。
【０２３２】
　また、透光性粒子の密度は、好ましくは１０～１０００ｍｇ／ｍ２、より好ましくは１
００～７００ｍｇ／ｍ２である。
【０２３３】
　本発明の帯電防止層は、更に後述の溶媒や、このほかに更に添加剤を含有することも可
能である。更に含有し得る添加剤としては、ポリマーの分解を抑える目的で、紫外線吸収
剤、亜リン酸エステル、ヒドロキサム酸、ヒドロキシアミン、イミダゾール、ハイドロキ
ノン、フタル酸、などを挙げることができる。また、膜強度を高める目的で無機微粒子、
ポリマー微粒子、シランカップリング剤、屈折率を下げて透明性を高める目的でフッ素系
化合物（特に、フッ素系界面活性剤）などを挙げることができる。
【０２３４】
〔帯電防止層用組成物〕
　本発明における帯電防止層用組成物は、（Ａ）導電性ポリマー、（Ｂ）重合性基を二つ
以上有する多官能モノマー、（Ｃ）前記化合物（１）、前記化合物（２）及び前記化合物
（３）から選ばれる少なくとも１種の化合物（各化合物単独又はその組み合わせ）、及び
（Ｄ）光重合開始剤、並びに必要に応じてその他の添加剤を含有する。
　帯電防止層を形成するための塗布組成物における各成分の好ましい含有量について説明
する。なお、ここで含有量とは塗布組成物中の全固形分に対する各成分の固形分の比率（
質量％）である。
　（Ａ）成分の含有量は、０．１～２０質量％が好ましく、０．１～１２質量％が更に好
ましく、０．２～５質量％が最も好ましい。
　（Ｂ）成分の含有量は６０～９９質量％が好ましく、７５～９９質量％が更に好ましく
、８５～９７質量％が最も好ましい。
　（Ｃ）成分の含有量は化合物１～３を合わせて０．１～１０質量％が好ましく、０．１
～５質量％が更に好ましく、０．１～２質量％が最も好ましい。
　（Ｄ）成分の含有量は１～１０質量％であることが好ましく、１～５質量％であること
が更に好ましい。
　（Ａ）の含有量が０．１質量％よりも少ないと導電性が低く十分な帯電防止効果が得ら
れず、２０質量％を超えると被膜の強度が弱くなる、あるいは塗膜が着色し、透過率の低
下につながる。
　（Ｂ）成分が５０質量％よりも少ないと塗膜の強度が弱くなることがある。
　（Ｃ）成分が０．１質量％よりも少ないと耐熱性、耐湿熱性、耐光性の改良効果が得ら
れず、１０質量％を超えると塗膜の強度が低下したり、泣き出しによって塗膜が白化した
り、塗膜に表面凹凸が発生したりと面状の悪化につながることがある。
【０２３５】
　塗布組成物が溶媒を含む場合、塗布組成物中の固形分の濃度が１～７０質量％の範囲と
なるように溶媒を用いるのが好ましく、より好ましくは３～６０質量％であり、最も好ま
しくは４０～６０質量％である。
【０２３６】
［帯電防止層］
　本発明における帯電防止層は、屈折率が１．４８～１．６５であることが好ましい。更
に望ましくは１．４８～１．６０、最も好ましくは１．４８～１．５５である。上記範囲
内とすることで基材との干渉ムラを抑制し、更に低屈折率層を積層した際の反射色味をニ
ュートラルにすることができ好ましい。
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【０２３７】
　帯電防止層の膜厚は０．０５～２０μｍが好ましく、２μ～１５μｍが好ましく、５～
１０μｍが最も好ましい。上記範囲とすることで物理強度と導電性を両立することができ
る。
【０２３８】
　帯電防止層の透過率は８０％以上であることが好ましく、８５％以上であることがより
好ましく、９０％以上であることが最も好ましい。
【０２３９】
　帯電防止層のヘイズは、防眩性付与のための樹脂粒子を含有しない場合は３％以下であ
ることが好ましく、２％以下であることが更に好ましく、１％以下であることが最も好ま
しい。一方、防眩性付与のために樹脂粒子を含有する場合は、０．１～３０％であること
が好ましく、０．１～２０％であることが更に好ましい。
【０２４０】
[光学フィルム]
　本発明の光学フィルムの硬度は、５００ｇ荷重の鉛筆硬度試験でＨ以上であることが好
ましく、２Ｈ以上であることが更に好ましく、３Ｈ以上であることが最も好ましい。
【０２４１】
　本発明の光学フィルムの表面抵抗率ＳＲ（Ω／ｓｑ）の常用対数値（ＬｏｇＳＲ）は１
３以下であることが好ましく、より好ましくは５～１２以下であり、更に好ましくは６～
１２であり、更により好ましくは６～１１である。表面抵抗率を上記範囲にすることで優
れた防塵性を付与することが可能となる。
　このような表面抵抗率とするために、帯電防止層における（Ａ）導電性ポリマーの含有
量が、０．０１～１．０ｇ／ｍ２であることが好ましく、０．０５～０．５ｇ／ｍ２であ
ることがより好ましく、０．１～０．３ｇ／ｍ２であることが更に好ましい。
【０２４２】
［光学フィルムの製造方法］
　本発明の光学フィルムは以下の方法で形成することができるが、この方法に制限されな
い。まず帯電防止層用組成物が調製される。次に、該組成物をディップコート法、エアー
ナイフコート法、カーテンコート法、ローラーコート法、ワイヤーバーコート法、グラビ
アコート法、ダイコート法等により透明支持体上に塗布し、加熱・乾燥する。マイクログ
ラビアコート法、ワイヤーバーコート法、ダイコート法（米国特許２６８１２９４号明細
書、特開２００６－１２２８８９号公報参照）がより好ましく、ダイコート法が特に好ま
しい。
【０２４３】
　塗布後、光照射して、塗布組成物から形成される層を硬化する。これにより帯電防止層
が形成される。必要に応じて、透明支持体上にあらかじめその他の層（以下に述べるフィ
ルムを構成する層、例えば、ハードコート層、防眩層など）を塗設しておき、その上に帯
電防止層を形成することができる。このようにして本発明の光学フィルムが得られる。
【０２４４】
［光学フィルムの層構成］
　本発明の光学フィルムは、透明な支持体上に、帯電防止層、及び目的に応じて必要な機
能層を単独又は複数層設けることにより作製することができる。光学フィルムの物理強度
を高めるためにハードコート層を有したり、光学干渉によって反射率が減少するように屈
折率、膜厚、層の数、層順等を考慮して積層したりした光学フィルムを挙げることができ
る。
　なお、本発明の帯電防止層にその他の機能を加えてもよい。例えば、低屈折率となる化
合物を添加することによって低屈折率層を兼ねる帯電防止層としてもよい。本発明におけ
る帯電防止層が低屈折率性を付与するためには、後述の［低屈折率層］の構成を帯電防止
層に適用することができる。またその他、本発明の帯電防止層にはハードコート性や、防
眩性を付与することができる。
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【０２４５】
　本発明の光学フィルムのより具体的な層構成の例を下記に示す。
　　・　透明支持体／帯電防止層
　　・　透明支持体／帯電防止層／低屈折率層
　　・　透明支持体／ハードコート層／帯電防止層
　　・　透明支持体／帯電防止層／ハードコート層
　　・　透明支持体／防眩層／帯電防止層
　　・　透明支持体／帯電防止層／防眩層
　　・　透明支持体／帯電防止層／高屈折率層／低屈折率層
　　・　透明支持体／帯電防止層／中屈折率層／高屈折率層／低屈折率層
　　・　透明支持体／帯電防止層／ハードコート層／低屈折率層
　　・　透明支持体／ハードコート層／帯電防止層／低屈折率層
　　・　透明支持体／防眩層／帯電防止層／低屈折率層
　　・　透明支持体／帯電防止層／防眩層／低屈折率層
　　・　透明支持体／ハードコート層／帯電防止層／中屈折率層／高屈折率層／低屈折率
層
　　・　透明支持体／帯電防止層／ハードコート層／中屈折率層／高屈折率層／低屈折率
層
【０２４６】
（透明支持体）
　本発明の光学フィルムにおける透明支持体としては、透明基材フィルムが好ましい。透
明基材フィルムとしては、透明樹脂フィルム、透明樹脂板、透明樹脂シートや透明ガラス
など、特に限定は無い。透明樹脂フィルムとしては、セルロースアシレートフィルム（例
えば、セルローストリアセテートフィルム（屈折率１．４８）、セルロースジアセテート
フィルム、セルロースアセテートブチレートフィルム、セルロースアセテートプロピオネ
ートフィルム）、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリエーテルスルホンフィルム
、ポリアクリル系樹脂フィルム、ポリウレタン系樹脂フィルム、ポリエステルフィルム、
ポリカーボネートフィルム、ポリスルホンフィルム、ポリエーテルフィルム、ポリメチル
ペンテンフィルム、ポリエーテルケトンフィルム、（メタ）アクリルニトリルフィルムポ
リオレフィン、脂環式構造を有するポリマー（ノルボルネン系樹脂（アートン：商品名、
ＪＳＲ社製、非晶質ポリオレフィン（ゼオネックス：商品名、日本ゼオン社製））、など
が挙げられる。このうちトリアセチルセルロース、ポリエチレンテレフタレート、脂環式
構造を有するポリマーが好ましく、特にトリアセチルセルロースが好ましい。
　透明支持体の厚さは通常２５μｍ～１０００μｍ程度のものを用いることができるが、
好ましくは２５μｍ～２５０μｍであり、３０μｍ～９０μｍであることがより好ましい
。
　透明支持体の表面は平滑であることが好ましく、平均粗さＲａの値が１μｍ以下である
ことが好ましく、０．０００１～０．５μｍであることが好ましく、０．００１～０．１
μｍであることが更に好ましい。
　透明支持体については、特開２００９－９８６５８号公報の段落［０１６３］～［０１
６９］に記載されており、本発明においても同様である。
【０２４７】
（ハードコート層）
　本発明の光学フィルムには、フィルムの物理的強度を付与するために、ハードコート層
を設けることができる。本発明においては、ハードコート層を設けなくてもよいが、ハー
ドコート層を設けた方が鉛筆引掻き試験などの耐擦傷性面が強くなり、好ましい。
【０２４８】
　本発明におけるハードコート層の屈折率は、反射防止性能を得るための光学設計から、
１．４８～１．６５であることが好ましい。更に望ましくは１．４８～１．６０、最も好
ましくは１．４８～１．５５である。
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【０２４９】
　ハードコート層の膜厚は、フィルムに充分な耐久性、耐衝撃性を付与する観点から、０
．５μｍ～２０μｍとし、好ましくは１μｍ～１０μｍ、更に好ましくは１μｍ～５μｍ
である。
　また、ハードコート層の強度は、鉛筆硬度試験で、Ｈ以上であることが好ましく、２Ｈ
以上であることが更に好ましく、３Ｈ以上であることが最も好ましい。更に、ＪＩＳ　Ｋ
５４００に従うテーバー試験で、試験前後の試験片の摩耗量が少ないほど好ましい。
【０２５０】
　ハードコート層を形成するバインダー成分としては、前記（Ｂ）重合性不飽和基を２つ
以上有する多官能モノマーに記載したモノマーを好適に用いる事ができる。
【０２５１】
　ハードコート層には、内部散乱性付与の目的で、平均粒径が１．０～１０．０μｍ、好
ましくは１．５～７．０μｍのマット粒子、例えば無機化合物の粒子又は樹脂粒子を含有
してもよい。
【０２５２】
　ハードコート層のバインダーには、ハードコート層の屈折率を制御する目的で、各種屈
折率モノマー又は無機粒子、或いは両者を加えることができる。無機粒子には屈折率を制
御する効果に加えて、架橋反応による硬化収縮を抑える効果もある。本発明では、ハード
コート層形成後において、前記多官能モノマー及び／又は高屈折率モノマー等が重合して
生成した重合体、その中に分散された無機粒子を含んでバインダーと称する。屈折率を制
御するための無機微粒子としてはシリカ微粒子を用いる事が支持体とハードコート層の干
渉による色味ムラを抑制するという観点から好ましい。
【０２５３】
（防眩層）
　本発明では前記帯電防止層とは別に表面散乱による防眩性と、好ましくはフィルムの硬
度、耐擦傷性を向上するためのハードコート性をフィルムに寄与する目的で防眩層を形成
してもよい。
　防眩層については特開２００９－９８６５８号公報の段落［０１７８］～［０１８９］
に記載されており、本発明においても同様である。
【０２５４】
（高屈折率層及び中屈折率層）
　高屈折率層の屈折率は、前記のように１．６５～２．２０であることが好ましく、１．
７０～１．８０であることがより好ましい。中屈折率層の屈折率は、低屈折率層の屈折率
と高屈折率層の屈折率との間の値となるように調整される。中屈折率層の屈折率は、１．
５５～１．６５であることが好ましく、１．５８～１．６３であることが更に好ましい。
　高屈折率層及び中屈折率層の形成方法は化学蒸着（ＣＶＤ）法や物理蒸着（ＰＶＤ）法
、特に物理蒸着法の一種である真空蒸着法やスパッタ法により、無機物酸化物の透明薄膜
を用いることもできるが、オールウェット塗布による方法が好ましい。
【０２５５】
　中屈折率層、高屈折率層は上記屈折率範囲の層であれば特に限定されないが、構成成分
として公知のものを用いる事ができ、具体的には特開２００８－２６２１８７号公報の段
落番号［００７４］～［００９４］に示される。
【０２５６】
（低屈折率層）
　本発明の光学フィルムは、前記帯電防止層上に直接又は他の層を介して低屈折率層を有
することが好ましい。この場合、本発明の光学フィルムは、反射防止フィルムとして機能
することができる。
　この場合、低屈折率層は、屈折率が１．３０～１．５１であることが好ましい。１．３
０～１．４６であることが好ましく、１．３２～１．３８が更に好ましい。上記範囲内と
することで反射率を抑え、膜強度を維持することができ、好ましい。低屈折率層の形成方
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法も化学蒸着（ＣＶＤ）法や物理蒸着（ＰＶＤ）法、特に物理蒸着法の一種である真空蒸
着法やスパッタ法により、無機物酸化物の透明薄膜を用いることもできるが、低屈折率層
用組成物を用いてオールウェット塗布による方法を用いることが好ましい。
【０２５７】
　低屈折率層は上記屈折率範囲の層であれば特に限定されないが、構成成分としては公知
のものを用いることができ、具体的には特開２００７－２９８９７４号公報に記載の含フ
ッ素硬化性樹脂と無機微粒子を含有する組成物や、特開２００２－３１７１５２号公報、
特開２００３－２０２４０６号公報、及び特開２００３－２９２８３１号公報に記載の中
空シリカ微粒子含有低屈折率コーティングを好適に用いることができる。
【０２５８】
　本発明の光学フィルムは、前述した層構成例のうち、透明支持体上にハードコート層（
防眩層）／帯電防止層の２層が積層された構成であることが好ましい。この際、帯電防止
層上に低屈折率層等が設けられても良い。更には、前記２層が一回の塗布工程で２層の塗
布層を同時に塗布形成される方法を用いることが好ましい。
　高いハードコート性を得るために層中の導電性ポリマー含率を一定にしたまま帯電防止
層の膜厚を厚くすると、層中の導電性ポリマー総量が増えるために着色が強くなり透過率
が低下する傾向にある。また、膜厚を厚くすると層下部に存在する導電性ポリマーは表面
抵抗を下げる効果に寄与しなくなってくることから導電性ポリマーの使用量が多くなる。
そこで上記のようにハードコート層（防眩層）と導電性ポリマーを高密度に含有した帯電
防止層を２層構成とにすることで高いハードコート性と導電性、透過率を両立した光学フ
ィルムが得られる。
　この際、ハードコート層と帯電防止層の２層を一回の塗布工程で同時に塗布形成するこ
とにより低コストで高い生産性を得る事が可能となる。一回の塗布工程で２層を同時に形
成する方法としては、公知の方法を用いることができる。具体的には、特開２００７－２
９３３０２号公報の段落番号［００３２］～［００５６］等に記載の方法を利用すること
ができる。
【０２５９】
［偏光板用保護フィルム］
　光学フィルムを偏光膜の表面保護フィルム（偏光板用保護フィルム）として用いる場合
、薄膜層を有する側とは反対側の透明支持体の表面、すなわち偏光膜と貼り合わせる側の
表面を親水化することで、ポリビニルアルコールを主成分とする偏光膜との接着性を改良
することができる。
　偏光子の２枚の保護フィルムのうち、光学フィルム以外のフィルムが、光学異方層を含
んでなる光学補償層を有する光学補償フィルムであることも好ましい。光学補償フィルム
（位相差フィルム）は、液晶表示画面の視野角特性を改良することができる。
　光学補償フィルムとしては、公知のものを用いることができるが、視野角を広げるとい
う点では、特開２００１－１０００４２号公報に記載されている光学補償フィルムが好ま
しい。
【０２６０】
　光学フィルムを偏光膜の表面保護フィルム（偏光板用保護フィルム）として用いる場合
、透明支持体としては、トリアセチルセルロースフィルムを用いることが特に好ましい。
【０２６１】
　本発明における偏光板用保護フィルムを作製する手法としては、（１）予め鹸化処理し
た透明支持体の一方の面に上記の反射防止フィルムを構成する各層を塗設する手法、（２
）透明支持体の一方の面に反射防止層を塗設した後、偏光膜と貼り合わせる側又は両面を
鹸化処理する手法、（３）透明支持体の一方の面に反射防止層の一部を塗設した後、偏光
膜と貼り合わせる側又は両面を鹸化処理した後に残りの層を塗設する手法、の３手法があ
げられるが、（１）は反射防止層を塗設するべき面まで親水化され、透明支持体と反射防
止層との密着性の確保が困難となるため、（２）の手法が特に好ましい。
【０２６２】
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［偏光板］
　次に、本発明の偏光板について説明する。本発明の偏光板は、偏光膜と該偏光膜の両面
を保護する２枚の保護フィルムを有する偏光板であって、該保護フィルムの少なくとも一
方が前記本発明の反射防止フィルムであることを特徴とする。
【０２６３】
　光学フィルムの透明支持体が、必要に応じてポリビニルアルコールからなる接着剤層等
を介して偏光膜に接着しており、偏光膜のもう一方の側にも保護フィルムを有する構成が
好ましい。もう一方の保護フィルムの偏光膜と反対側の面には粘着剤層を有していても良
い。
【０２６４】
　本発明の光学フィルムを偏光板用保護フィルムとして用いることにより、物理強度、帯
電防止性、耐久性に優れた偏光板が作製できる。
【０２６５】
　また、本発明の偏光板は、光学補償機能を有することもできる。その場合、２枚の表面
保護フィルムの表面及び裏面のいずれかの一面側のみを上記光学フィルムを用いて形成さ
れており、該偏光板の光学フィルムを有する側とは他面側の表面保護フィルムが光学補償
フィルムであることが好ましい。
【０２６６】
　本発明の光学フィルムを偏光板用保護フィルムの一方に、光学異方性のある光学補償フ
ィルムを偏光膜の保護フィルムのもう一方に用いた偏光板を作製することにより、更に、
液晶表示装置の明室でのコントラスト、上下左右の視野角を改善することができる。
【０２６７】
　また、本発明の画像表示装置は、前記本発明の反射防止フィルム又は偏光板をディスプ
レイの最表面に有することを特徴とする。
【実施例】
【０２６８】
　以下、実施例により本発明を更に具体的に説明するが、本発明の範囲はこれによって限
定して解釈されるものではない。なお、特別の断りの無い限り、「部」及び「％」は質量
基準である。
【０２６９】
＜実施例１＞
（調製例１－１）導電性ポリマーの水溶液（Ａ）の作製
　ポリスチレンスルホン酸（分子量約１０万）の２質量％の水溶液１０００ｍｌに、８．
０ｇの３，４－エチレンジオキシチオフェンを加え２０℃で混合した。この混合液に、酸
化触媒液１００ｍｌ（１５質量％の過硫酸アンモニウムと４．０質量％の硫酸第二鉄を含
む）を添加した後に、２０℃で３時間攪拌して反応させた。
　得られた反応液に１０００ｍｌのイオン交換水を添加した後に、限外ろ過法を用いて約
１０００ｍｌ溶液を除去した。この操作を３回繰り返した。
　そして、得られた溶液に１００ｍｌの硫酸水溶液（１０質量％）と１０００ｍｌのイオ
ン交換水とを加え、限外ろ過法を用いて約１０００ｍｌの溶液を除去した。得られた液に
１０００ｍｌのイオン交換水を加えた後、限外ろ過法を用いて約１０００ｍｌの液を除去
した。この操作を５回繰り返した。これにより約１．１質量％のＰＥＤＯＴ・ＰＳＳ（ポ
リ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）・ポリスチレンスルホン酸）の水溶液を得た
。固形分濃度をイオン交換水で調整して、１．０質量％の水溶液とし、導電性ポリマーの
溶液（Ａ）を調製した。この溶液（Ａ）は水溶液であり、水の比誘電率は８０である。
【０２７０】
（調製例１－２）導電性ポリマーのアセトン溶液（Ｂ）の調製
　調製例１で調製したＰＥＤＯＴ・ＰＳＳの水溶液（Ａ）の２００ｍｌにアセトンを２０
０ｍｌ加えた後、限外ろ過により水及びアセトンを２１０ｍｌ除去した。この操作を１度
繰り返し、固形分濃度をアセトンで調整し、１．０質量％の水／アセトン溶液を調製した
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。この溶液２００ｍｌにトリオクチルアミン２．０ｇを溶解したアセトンを５００ｍｌ加
えた後、スターラーにより３時間攪拌した。限外ろ過により水及びアセトンを５１０ｍｌ
除去した。固形分濃度をアセトンで調製し、１．０質量％のアセトン溶液とし、導電性ポ
リマー溶液（Ｂ）を調製した。この溶液の含水率は２質量％であり、この溶剤の比誘電率
は２２．７であった。
【０２７１】
（調製例１－３）導電性ポリマーのメチルエチルケトン溶液（Ｃ）の調製
　調製例１－２で調製したＰＥＤＯＴ・ＰＳＳの溶液（Ｂ）の２００ｍｌにメチルエチル
ケトンを３００ｍｌ加え混合し、室温で減圧下で濃縮し、総量が２００ｍｌになるまで濃
縮した。固形分をメチルエチルケトンで調整し、１．０質量％のメチルエチルケトン溶液
とし、導電性ポリマー溶液（Ｃ）(分散液（Ｃ）)を調製した。この溶液の含水率は０．０
５質量％であり、アセトン残率は１質量％以下であった。この溶剤の比誘電率は１５．５
であった。この溶液に含まれる固形分中導電性ポリマーの含有率は５０質量％である。
【０２７２】
（調製例２）導電性ポリマーの分散液（Ｄ）の作製
　トルエン２００ｇ、アニリン２ｇ、ドデシルベンゼンスルホン酸４．２ｇ、ポリアクリ
ル酸誘導体１．０ｇ、４－メチルアニリン０．０３ｇを溶解させ、６Ｎ塩酸３．５８ｍＬ
を溶解した蒸留水６０ｇを加えた。
　上記混合溶液にテトラブチルアンモニウムブロマイド１８０ｍｇ添加し、５℃以下に冷
却した後、過硫酸アンモニウム５．４ｇを溶解させた蒸留水３０ｇを加えた。５℃以下の
状態で４時間酸化重合を行った後、トルエンを真空留去した。
　その後、ポリアニリン沈殿物を濾過後、水洗浄することにより目的とするポリアニリン
を得た。得られたポリアニリンをトルエン２００ｇに分散させ、水層を除去したのち、濃
度２質量％に調節してトルエン分散液（Ｄ）を得た。（得られた導電性ポリマーは、ポリ
アニリンにドデシルベンゼンスルホン酸がドープされた化合物である。溶媒のトルエンの
比誘電率は２．２である。）この溶液に含まれる固形分中導電性ポリマーの含有率はおよ
そ１００質量％である。
【０２７３】
（帯電防止層用塗布液の調製）
　各成分を下記表１のように混合し、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）及びイソプロピルア
ルコール（ＩＰＡ）の混合溶媒に溶解して固形分濃度３０質量％の帯電防止層用塗布液Ｈ
Ｃ１～１４を作製した。
　なお、下記表１において、塗布液ＨＣ４、ＨＣ５、ＨＣ９、及びＨＣ１０は、「本発明
」と記載されているのを「参考例」に読み替えるものとする。
【０２７４】
【表１】

【０２７５】
　それぞれ使用した化合物を以下に示す。
・ＤＰＨＡ：ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキ
サアクリレートの混合物（日本化薬（株）製）
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・Ｉｒｇ．１２７：光重合開始剤イルガキュア１２７（チバ・スペシャルティ・ケミカル
ズ（株）製）
【０２７６】
（中空シリカ粒子分散液（Ｆ）の調製）
　中空シリカ粒子微粒子ゾル（イソプロピルアルコールシリカゾル、触媒化成工業（株）
製ＣＳ６０－ＩＰＡ、平均粒子径６０ｎｍ、シエル厚み１０ｎｍ、シリカ濃度２０％、シ
リカ粒子の屈折率１．３１）５００部に、アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラ
ン２０部、及びジイソプロポキシアルミニウムエチルアセテート１．５部加え混合した後
に、イオン交換水９部を加えた。６０℃で８時間反応させた後に室温まで冷却し、アセチ
ルアセトン１．８部を添加し、分散液（Ｅ）を得た。その後、シリカの含率がほぼ一定に
なるようにシクロヘキサノンを添加しながら、圧力３０Ｔｏｒｒで減圧蒸留による溶媒置
換を行い、最後に濃度調整により固形分濃度１８．２％の分散液（Ｆ）を得た。得られた
分散液のＩＰＡ残存量をガスクロマトグラフィーで分析したところ０．５％以下であった
。
【０２７７】
（低屈折率層用塗布液の調製）
　各成分を表２のように混合し、ＭＥＫに溶解して固形分５％の低屈折率層用塗布液を作
製した。
【０２７８】
【表２】

【０２７９】
　なお、上記表中における略号は以下の通りである。
・「Ｐ－１」：特開２００４－４５４６２号公報に記載の含フッ素共重合体Ｐ－３（重量
平均分子量約５００００）
・ＤＰＨＡ：ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキ
サアクリレートの混合物、日本化薬（株）製
・Ｉｒｇ．１２７：イルガキュア１２７、重合開始剤（チバ・ジャパン（株）製）
・ＲＭＳ－０３３：メタクリロキシ変性シリコーン（Ｇｅｌｅｓｔ（株）製）
【０２８０】
（帯電防止層の作製）
　層厚８０μｍの透明支持体としてのトリアセチルセルロースフィルム（ＴＤ８０ＵＦ、
富士フィルム（株）製、屈折率１．４８）上に、前記帯電防止層用塗布液をグラビアコー
ターを用いて塗布した。６０℃で約１分乾燥した後、酸素濃度が１．０体積％以下の雰囲
気になるように窒素パージしながら１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグ
ラフィックス（株）製）を用いて、照度４００ｍＷ／ｃｍ２、照射量１２０ｍＪ／ｃｍ２

の紫外線を照射して塗布層を硬化させ、厚さ５μｍの帯電防止層を形成し、光学フィルム
を作製した（試料Ｎｏ．１～１４）。
【０２８１】
（低屈折率層の作製）
　低屈折率層用塗布液を上で作製した帯電防止層上にグラビアコーターを用いて塗布した
。低屈折率層の乾燥条件は６０℃、６０秒とし、紫外線硬化条件は酸素濃度が０．０１体
積％以下の雰囲気になるように窒素パージしながら２４０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライド
ランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて、照度６００ｍＷ／ｃｍ２、照射量６０
０ｍＪ／ｃｍ２の照射量とした。このようにして、帯電防止層上に低屈折率層が形成され
た光学フィルム（反射防止フィルム）を作製した（試料Ｎｏ．１５，１６）
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（光学フィルムの評価）
　下記方法により光学フィルムの諸特性の評価を行った。結果を表３に示す。
（１）表面抵抗値測定
　２５℃、６０％ＲＨ条件下に試料を２時間置いた後に超絶縁抵抗／微小電流計ＴＲ８６
０１（（株）アドバンテスト製）を用いて測定した。表面抵抗値の常用対数（ｌｏｇＳＲ
）で示す。
（２）鉛筆硬度評価
　耐傷性の指標としてＪＩＳ　Ｋ　５４００に記載の鉛筆硬度評価を行った。反射防止フ
ィルムを温度２５℃、湿度６０％ＲＨで２時間調湿した後、ＪＩＳ　Ｓ　６００６に規定
する試験用鉛筆を用いて評価した。本発明においては、４Ｈ以上であることが好ましい。
（３）透過率
　ＵＶ／ｖｉｓスペクトルメーター（島津Ｕ２４００）にて、５５０ｎｍの光の透過率を
測定した。透過率は90%以上であることが好ましく、92%以上であることがより好ましい。
（４）面荒れ評価
　試料の裏側に油性黒インキを塗り、太陽光源下で目視観察する事により以下の基準で評
価した。
　　○：注意深く見ても膜表面が荒れていることがわからない
　　○△：注意深く見ると膜表面が荒れているのがわかるが気にならない
　　△：膜表面がやや荒れており気になる
　　×：一目見ただけで膜表面が荒れているのがわかり非常に気になる
（５）耐光性試験
　スーパーキセノンウェザーメーター SX75（スガ試験機株式会社製）を用いて１８０Ｗ/
ｍ２の出力で５０時間光を照射した後に表面抵抗値を上記方法で測定した。
（６）耐熱性試験
　耐熱性試験は、試料を温度105℃、湿度10％ＲＨの環境下で250時間経時した後における
表面抵抗値を上記方法で測定した。
　（５）（６）において耐光性試験後、耐熱性試験後の表面抵抗値ＬｏｇＳＲは、防塵性
の観点から１３以下であることが好ましく、より好ましくは５～１２以下であり、更に好
ましくは７～１２であり、更により好ましくは８～１１である。
（７）積分反射率
　光学フィルムの裏面（光学機能層を有さない面）をサンドペーパーで粗面化した後に黒
色インクで処理し、裏面反射をなくした状態で、分光光度計Ｖ－５５０（日本分光（株）
製）にて積分反射率を測定し、４５０～６５０ｎｍの平均反射率を算出し、反射防止性を
評価した。
【０２８３】
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【表３】

【０２８４】
　上記表３において、試料４、５、９、及び１０は、「本発明」と記載されているのを「
参考例」に読み替えるものとする。
　上記結果より、（Ａ）導電性ポリマー、（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマ
ー、（Ｃ）化合物（１）、（２）、（３）から選ばれた少なくとも１種の化合物を含有す
る帯電防止層を有する光学フィルムは被膜強度が強く、透明性、帯電防止性に優れ、かつ
耐熱性、耐光性に優れることがわかる。また、帯電防止層上に更に低屈折率層を積層した
光学フィルムでは反射率が低く、映り込みが少ないフィルムが得られた。
【０２８５】
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＜実施例２＞
（帯電防止層用塗布液の調製）
　各成分を下記表４のように混合し、メチルエチルケトン及びＩＰＡの混合溶媒に溶解し
て固形分濃度３０質量％の帯電防止層用塗布液ＨＣ１５、１６を作製した。
【０２８６】
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【表４】

【０２８７】
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　なお、上記表中における略号は以下の通りである。
「ＦＰ－１」：下記構造式で示されるフッ素系界面活性剤
【０２８８】
【化２９】

【０２８９】
（光学フィルムの作製）
　実施例１の試料Ｎｏ．１において、帯電防止層用塗布液をＨＣ１５、１６に変更した以
外は同様にして試料Ｎｏ．１７、１８を作製した。
【０２９０】
（光学フィルムの評価）
　前記と同様の方法により光学フィルムの諸特性の評価を行った。結果を表５に示す。
【０２９１】
【表５】

【０２９２】
　上記結果より、（Ａ）導電性ポリマー、（Ｂ）重合性基を二つ以上有する多官能モノマ
ー、（Ｃ）化合物（１）、（２）、（３）から選ばれた少なくとも１種の化合物を含有す
る帯電防止層に更に界面活性剤を添加することで面状が非常に良好なまま高い帯電防止性
を実現できることがわかる。
【０２９３】
＜実施例３＞
　実施例１の試料６の帯電防止用塗布液ＨＣ６において化合物（ＰＨ－１９）に加えて化
合物（ＰＡ－１３）を２％併用した塗布液、化合物（ＨＸ－１１）を２％併用した塗布液
を使用した以外は同様にして光学フィルムを作製した。これらの評価を行ったところ、化
合物（ＰＨ－１９）、（ＰＡ－１３）、（ＨＸ－１１）をそれぞれ単独で使用した場合よ
りも帯電防止性、耐熱性、耐光性に優れた光学フィルムが得られた。
【０２９４】
＜実施例４＞
　実施例１の試料１において、帯電防止層用塗布液を以下の表に示す液に変更し、硬化後
の膜厚が１２μｍになるようにした以外は同様にして試料Ｎｏ．１９、２０を作製した。
これらについて実施例１に準じて評価を行った。
【０２９５】
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【表６】

【０２９６】
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【表７】

【０２９７】
　上記のように帯電防止層中に透光性粒子を含有した試料Ｎｏ．２０は、被膜強度が強く
、透明性、帯電防止性に優れ、かつ耐熱性、耐光性に優れ、かつ防眩性を有するため映り
込みが少ないフィルムであった。
【０２９８】
　表中で使用した化合物を示す。
　・ＰＥＴ－３０：ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラアクリレートの混合物［日本化薬（株）製］；
　・ビスコート３６０：トリメチロールプロパンＰＯ変性トリアクリレート［大阪有機化
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　・８μｍ架橋アクリル・スチレン粒子（３０％）：平均粒径８．０μｍ［積水化学（株
）製］をポリトロン分散機にて１００００ｒｐｍで２０分間分散したＭＩＢＫ分散液、屈
折率：１．５５
【０２９９】
＜実施例５＞
（ハードコート層用塗布液ＨＣ－Ａの調製）
　カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＤＰＣＡ－１２０、
日本化薬（株）製）４７質量部、Ｉｒｇ．１２７（重合開始剤：チバ・ジャパン（株）製
）３質量部にＭＥＫ１０質量部、ＭＩＢＫ４０質量部を加え、溶解するまで撹拌したのち
、孔径５μのポリプロピレン製フィルターでろ過してハードコート層用塗布液ＨＣ－Ａを
調製した。
【０３００】
（帯電防止層用塗布液ＨＣ－１９の調製）
　実施例１において帯電防止層用塗布液ＨＣ－６において導電性ポリマー分散液Ｃの量を
１／３にした以外は同様にして帯電防止層用塗布液ＨＣ－１９を調製した。
【０３０１】
（帯電防止層の作製）
　実施例１の試料Ｎｏ．１において、帯電防止層用塗布液を以下の表に示す液に変更し、
硬化後の膜厚がそれぞれ５μｍ、１５μｍ、１５μｍになるようにした以外は同様にして
試料Ｎｏ．６、２１、２２を作製した。
　また、ハードコート層用塗布液ＨＣ－Ａ、及び帯電防止層用塗布液ＨＣ－６を使用し、
スロットダイ１層とスライド１層の複合コーターを用いて、上記のハードコート層用塗布
液ＨＣ－Ａ、帯電防止層用塗布液ＨＣ－６をそれぞれ乾燥後の膜厚が１０μｍ、５μｍと
なるようにウェット塗布量を適宜調整し、３０ｍ／分の速度でウェブを搬送しながら塗布
を行い、続いて１００℃で２分間乾燥した。次に酸素濃度が０．０１体積％以下の雰囲気
になるように窒素パージしながら２４０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグラ
フィックス（株）製）を用いて、照度６００ｍＷ／ｃｍ２、照射量６００ｍＪ／ｃｍ２で
照射量し塗布層を硬化させ、試料Ｎｏ．２３を作製した。評価は実施例１に準じて評価を
行った。
【０３０２】
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【表８】

【０３０３】
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　これより、ハードコート層／帯電防止層の２層構成にすることにより、被膜強度が強く
、透明性、帯電防止性に優れ、かつ耐熱性、耐光性に優れた塗膜が得られることがわかる
。また、このような塗膜は少ない導電性ポリマーで効率良く導電性が発現できるため、導
電性ポリマーの使用量を減らすことが可能となる。
　更に、１回の塗布工程で２層を同時に塗布形成する方法を利用することで塗布工程数を
減らすことができ、低コスト、高生産性を実現することができる。
【０３０４】
＜実施例６＞
［液晶表示装置での評価］
（偏光板の作製）
　１．５ｍｏｌ／Ｌ、５５℃のＮａＯＨ水溶液中に２分間浸漬したあと中和、水洗した、
８０μｍの厚さのトリアセチルセルロースフィルム（ＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕ、富士フイルム
（株）製）と、実施例及び及び比較例の光学フィルム（鹸化処理済み）に、ポリビニルア
ルコールにヨウ素を吸着させ、延伸して作製した偏光子の両面を接着、保護して偏光板を
作製した。
【０３０５】
（液晶表示装置の作製）
　ＶＡ型液晶表示装置（ＬＣ－３７ＧＳ１０、シャープ（株）製）に設けられている偏光
板及び及び位相差膜を剥がし、代わりに上記で作製した偏光板を透過軸が製品に貼られて
いた偏光板と一致するように貼り付けて、実施例及び比較例の光学フィルムを有する液晶
表示装置を作製した。なお、光学フィルムが視認側になるように貼り付けた。
【０３０６】
　上記ようにして作製された実施例の光学フィルム付き偏光板及び画像表示装置は、それ
ぞれ貼り付けた光学フィルムと同様、実施例は比較例に比べ、スジやムラの無い優れた面
状、耐傷擦性、防汚性、防塵性及び密着性を示した。また、低屈折率層を積層した光学フ
ィルム、防眩性を付与した光学フィルム付き偏光板及び画像表示装置は背景の映りこみが
極めて少なく、表示品位の非常に高いものであった。
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